
第三次柏市男女共同参画推進計画



はじめに

男女共同参画社会基本法が施行されて既に１５年以上が経過しておりま

す。この間，国では「女性の活躍」を国の成長戦略に位置づけ，特に力を

注いできました。平成２７年には「女性の職業生活における活躍の推進に

関する法律」を策定し，３０１人以上の事業主に対して，管理職の女性の

割合など自社の女性の活躍状況を把握・分析し，それを踏まえた女性の活

躍に向けた行動計画の策定が義務付けられました。本市でも女性活躍推進

法に基づく，特定事業主行動計画を策定したところです。

男女共同参画というと，もう達成されているということを聞くことが少

なくありません。しかし，現実には意思決定の場における女性の割合はま

だまだ少なく女性の能力が十分に発揮されているとはいえない状況です。

また，市民の皆様のニーズが多様化する中，そのニーズに応えるために

は応える側の組織も多様化を進めていかなくてはなりません。女性の活躍

は，多様化のための第一歩と捉えております。女性が活躍するためには，

家事・育児・介護などを男性も共に担っていく必要があります。女性の活

躍は女性だけの問題ではないのです。

この計画は平成２８年度から１１年間の本市の男女共同参画施策のため

の指針となるものです。今後ますます女性の活躍が求めれらていく中で，

市としても新しい指針に則り，男女共同参画を推進してまいります。

最後に本計画の策定にあたり，活発なご議論をいただいた「柏市男女共

同参画推進審議会」の委員の皆様，意識調査やパブリックコメントにご協

力いただいた市民の皆様に心から御礼を申し上げます。

平成２８年３月

柏市長 秋 山 浩 保
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第１章 計画策定にあたって

１ 計画の概要

（１）計画の目的

柏市では，「男女共同参画社会基本法・第１４条」に則り，「男女共同参画基本計

画」及び「千葉県男女共同参画計画」を勘案し，男女がそれぞれに自立し，「多様な

生き方を認めあい 個性を生かせるまち柏」を目指すべき街の姿とします。

本計画に沿って，関係各課が事業を遂行していくことを目的としています。

（２）計画の考え方

男女共同参画は，各家庭での家事・育児といったごく身近な問題から，ＤＶなどの人

権問題，男性の働き方，女性の働き方といった問題，引いては少子高齢化といった社

会問題に至るまで，幅広い領域に関わっています。

これまでの計画では，そのすべてを網羅することを目標に，計画の内容を構成してい

ました。しかしながら，本計画の策定にあたって審議会では，これまでの成果や課題を

踏まえた上で計画全体を見直すこととし，より実効性のある計画を目指して，取り組む

べき施策について審議を重ねました。その際，計画の内容が市民の皆様にご理解いただ

けるように，施策間のかかわりを図式化する，わかりやすい文章表現を採用する，専門

的な用語に解説を挿入するなどの工夫をしました。

ア ４つの基本課題

その結果，本計画では基本課題を 4 つに集約しました。それらは，1.「女性の活躍

促進」2.「仕事と生活の調和の推進」3.「男女共同参画を目指す教育・学習の推進」

4.「人権に対する配慮」の４つです。これらの課題のなかから，国が特に力を入れてい

る「女性の活躍促進」を重点課題に掲げました。

イ 推進体制は別に記載

推進体制については計画の進捗を担保するため，４つの基本計画とは別にして，特段

力を入れていくこととします。

（３）計画の位置づけ

この計画は「男女共同参画社会基本法」の第１４条第３項に規定されている市町村

男女共同参画計画及び「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律」

の第２条の３第３項に規定されている市町村基本計画です。また，市の最上位計画で

ある「柏市総合計画」の部門計画です。

（４）計画の期間

平成２８年度から平成３８年度の１１年間。前期は平成２８年度から平成３３年度

の６年間とします。ただし，前期は 3 年を目安に各項目の内容を検証し，必要があれ

ば改定します。
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基本目標 基本課題 施策の方向性

１.女性の活躍促進
政 策  方 針 決 定 の 場

へ 男 女 が 平 等 に 参

画する

３.男女共同参画を目
指す教育・学習の推進
男 女 平 等 意 識 を 高

める

２.仕事と生活の調和（ワー
ク･ライフ･バランス）の推進
男女の働き方を見直し，仕

事と生活の調和を目指す

４.人権に対する配慮
人 権 と 性 差 を 尊 重

する

(2)防災・地域活動，雇用等あらゆる分野への女性の参画の推進

(1)市の政策・方針決定過程への女性の積極的参画と登用促進

(5)男女平等の視点に立った意識改革と社会制度・慣行の見直し

(6)男 女平等教育の推進

(8)性 差に配慮した健康支援

(7)人 権の尊重

(9)女性に対するあらゆる暴力の根絶

(3)男女が共に担う家庭・地域づくり

多様な生き方を認めあい 個性を生かせるまち柏

Ⅰ .男 女が活

躍 で き る 環

境づくり

(4)男女が平等に仕事と生活を両立できる環境づくり

Ⅱ. 互いを尊

重 し あ う 意

識づくり

推進体制

(4)男女共同参画推進庁内連絡会議の充実

(5)市職員の意識の向上

(1)計 画の推進体制の強化

(2)男女共同参画センターの運営

(3)計画の効果的な進行管理

男女共同参画推進
体制の充実

庁内の男女共同参
画の推進

推 進

重点課題

柏市 DV 対策基本計画
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２ 前計画の総括

柏市では平成１３年１０月，柏市男女共同参画推進計画を策定し，男女

が平等に暮らすまち柏の実現を目指し，さまざまな事業を展開してきました。

前 計画 の期間 （平成 １３年度 ～２７年 度）で柏市 の男 女共 同 参画 社 会の実

現 に向 け，どの程 度 進 捗 したのかを総 括 し，課 題 を明 らかにすることで，新

しい計画に反映しました。

（１）前計画の体系

前計画は男女が平等に暮らすまち柏を目指し，３つの基本理念，６つの基本課題，

１３の目標を掲げ，さまざまな取り組みを進めてきました。施策の体系図（後期）は以

下のとおりです。
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（２）計画の進捗状況の公表について

計画の進捗については，毎年度各事業の担当課から事業の進捗に関する調査票を作

成し，男女共同参画室で取りまとめて，審議会で審議を行いました。平成２６年度か

らは審議会の求めに応じ，一部の事業の担当部署が審議会に出席して説明を行いまし

た。

計画の進捗については，審議会での審議を経た後，行政資料室への配架や柏市イン

ターネット男女共同参画推進センター（愛称：参画 eye）に掲載することで公表してき

ました。

（３）各基本課題ごとの進捗について

基本課題Ⅰ 人権

女性の暴力に対する侵害への取り組みは，平成１３年度のＤＶ防止法の成立など，

法律の整備が進む一方で，相談件数は増加傾向にあります。

柏市でも，ここ５年間相談件数は右肩上がりの状態が続いています。

ＤＶ被害者への支援としては，相談窓口の充実，民間シェルターへの支援を行ったほ

か，柏警察やＮＰＯ，関係各課と連携したＤＶネットワーク会議を立ち上げて，情報交

換等に努めました。また，女性に対する暴力をなくす運動期間（毎年１１月１２日～２

５日）には図書展示や講座の開催のほか，啓発グッズを作成，配付し啓発に努めました。
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相談件数の推移は右肩上がりの状況ですが，平成２６年度男女共同参画に関する市

民意識調査によると，暴力をされた人，した人が相談をしている割合は決して高くはあ

りません。特に男性ではされた人，した人も相談に行った人は一割にも満たない状況で

す。多くの人が相談につながるよう積極的に周知を行っていく必要があります。

また，平成２３年度には議員立法による自殺対策推進条例が成立し，自殺に対する

総合的な対策を推進しました。

女性の健康支援については受診を促すため，平成２４年度から乳がん，子宮がん検診

時の保育の提供を始めました。平成２６年度は１２回の乳がん検診，３回の子宮がん検

診で保育を実施しました。

■ さ れ た 経 験 に つ い て ， 誰 か に 相 談 し ま し た か

■ し た 経 験 に つ い て ， 誰 か に 相 談 し ま し た か

（平成２６年市民意識調査）



6

基本課題Ⅱ 教育・学習

男女平等意識をつくるための啓発活動としては，男女共同参画シンポジウムや各種

講座などを行ったほか，平成１４年度にインターネット上の男女共同参画センターであ

る参画 eye を開設し，世界のニュース，講座等の情報発信を行いました。参画 eye に

ついては，実際のセンターを想定して，学習・情報・相談・交流の４つの機能を持たせ，

メールマガジンやパソコン講座，相談窓口の情報などを発信しました。

ただし，平成２６年度に行った柏市民意識調査（市政全般に関する意識調査）では

「男女共同参画社会の確立」は重要であると答えた人は４０．９％に留まり，もっとも

低かった「地域の国際化」（３８．０％）についで「重要である」と考えている方が少

ないことがわかりました。

啓発の進捗については，定期的に意識調査（平成１７年度，２１年度，２６年度）

を行い，市民の意識の変化の把握に努めました。

職員研修では，若手職員と新任管理職を中心に男女共同参画に関する研修を取り入

れました。

教育分野との連携については「男女共同参画社会を目指す教育」推進委員会を立ち

上げ，「男女平等教育実践指導事例集」を作成するなど，男女平等意識の推進を図っ

てきました。

また，隠れたカリキュラムの見直し（※１）については，男女混合 名簿の導入

をはじめ，研修等を通じて性別役 割分担意 識（※２）等 に関する教員の意識

啓 発 等 を行 ってきました。今 後 の社 会 を担 う子 どもへの啓 発 はますます重 要

となってくるため，更なる連携を図って行く必要があります。

基本課題Ⅲ 家庭・地域

社会には男性は仕事，女性は家庭という性別役割分担意識が根強く残っています。

しかし，ワーク・ライフ・バランスという考え方が注目されるようになり，平成１９年

には政府，地方公共団体，経済界，労働界の合意により，「仕事と生活の調和（ワー

ク・ライフ・バランス）憲章」が策定されました。

なお，柏市では働きやすい職場づくりを積極的に行っている市内の企業・事業所の支

援やこれから就職を迎える学生への職場を選ぶ目を育成するため，平成１８年度から

「働く男女（ひと）と家庭に優しい企業表彰」を行っています。平成２６年度までに１

３社の企業の表彰を行いました。

※１ 隠れたカリキュラム 学校教育や保育において，国が定めた教育課

程 （正 規 のカリキュラム）・保 育 内 容 以 外 の，教 師 や保 育 士 の人 となり

や言動，行事や慣行，進路指導等，無意識のうちに子ども達に影響を与

えてしまう事柄を指します。

※２ 性別役割分担意識 男女を問わず個人の能力等によって役割の分

担を決めることが適当であるにもかかわらず，男性，女性という性別を理

由として，役割を固定的に分けることをいいます。

http://ja.wikipedia.org/wiki/%E8%B2%A1%E7%95%8C
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%8A%B4%E5%83%8D%E7%B5%84%E5%90%88
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また，平成１５年に成立した次世代育成支援対策推進法に基づいて，市役所内でも

人事課で特定事業主行動計画を策定し，子育てしやすい職場環境の整備と職員のワー

ク・ライフ・バランスの実現に取り組んでいます。

基本課題Ⅳ 就労

就労の場では男女雇用機会均等法，労働基準法，育児・介護休業法，パートタイム

労働法等の法律が整備され，法制度上は男女に対し，均等な待遇が確保されてきてい

ます。しかし，依然として男性と比べて女性の管理職比率や給与水準は低く，また，勤

続年数は短い状況で，実質的な機会均等が確保された状況とはなっていません。

「働く男女（ひと）と家庭に優しい企業表彰」では，ワーク・ライフ・バランスだけ

ではなく，女性の管理職への登用やセクハラへの対策についても評価の対象としており，

職場環境にも配慮した評価項目を設けています。また，参画 eye では関連ニュースや

講座等の情報の掲載を行いました。

しかし，現状では関係部署や関連団体等の連携が十分とは言えず，今後，女性の職

業生活における活躍の推進に関する法律（女性活躍推進法）に基づく行動計画の策定

など，協力体制を図りながら，進めて行かなくてはなりません。

基本課題Ⅴ 社会参画

柏市では審議会等への女性の登用として，計画策定当初は女性委員の割合３０％を

目標としていましたが，平成２３年度から３５％を下回らないことを目標としています

（柏市第四次総合計画第六次実施計画 柏市附属機関等組織運営要領）。平成２４年

度からは子育て中の女性の参画を促すため，審議会等の開催時に保育を行っています。

平成２６年度は３つの審議会等で保育を行っています。

計画当初，２７．５％であった審議会等の女性委員の割合は３３．９％（平成２７年

４月現在）となり，女性の参画が進んでいることが伺えます。しかし，個々の審議会を

見てみると目標値に届いていない審議会等もあり，まだまだ十分とはいえない状況です。

個々の審議会についても注視していく必要があります。

平成２６年度男女共同参画白書より作成
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また，庁内の女性管理職（一般行政職）については計画当初の平成１３年４月１日

に０．９％（課長級以上）であったのが，平成２６年４月１日では５．０％になりまし

た。上昇はしていますが，依然として低い状況です。

女性の管理職が増えないのは，管理職試験の受験者が少ないことが原因の一つと考

えられます。女性職員の意識を把握し，必要な啓発等を行っていく必要があります。

防災・災害復興への女性の参画については，計画策定当初は防災計画の策定・推進

をする防災会議には，女性委員は１人もいなかったものの，平成２６年１０月現在で４

５人の委員のうち７人が女性委員となっています。女性 の参 画が進 んでいますが，

まだ十分とは言える状況ではありません。

    管理職      思         

職 員意識調査  平成   年 度  
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基本課題Ⅵ推進体制

庁内の推進組織である男女共同参画推進庁内連絡会議・幹事会については，年に１

回の研修とシンポジウムへの参加を通じて啓発を行っています。今後，男女共同参画を

推進して行くためには，連絡会議・幹事会を積極的に活用して行く必要があります。

男女共同参画の推進拠点としては平成１４年１２月からインターネット上のバーチャ

ルセンターとしてインターネット男女共同参画推進センター（愛称：参画 eye）を開設

しました。参画 eye は市内外のＮＰＯ法人と協働で運営を行い，男女共同参画の情報

発信拠点として，常に新しい情報の発信に努めました。

男女共同参画推進計画の進捗については，毎年度各事業の担当課が事業の進捗に関

する調査票を作成し，男女共同参画室で取りまとめて，審議会で審議を行いました。

進捗状況については，審議会での審議を経た後，柏市インターネット男女共同参画推

進センター（愛称：参画 eye）に掲載しています。

なお，平成２６年度からは審議会の求めに応じ，一部の事業の担当部署が審議会に

出席して説明を行っています。計画を滞りなく推進するためには担当部署の当事者意

識を育んでいくことが大切です。そのため引き続き，研修，イントラネットを使った情

報提供，企画展示など職員への啓発が不可欠です。
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３ 柏市の現状

（１）女性の就業

柏 市 の女 性 の労 働 人 口 は年 々子 育 て世 代 の３０代 から４０代 の女 性 の労 働

人口が少なくなっており，いわゆるＭ字曲線を描いています。しかし，平成７年

以降その窪みは浅くなってきています。また，平成７年には３０～３４歳が一番

低かったのに対し，それ以降は３５～３９歳が一番低くなっています。

（２）結婚，出生率・数

男 女とも２０代 の未 婚率 については，平 成７年度 から平 成２２年 度にかけて

多少減少しているものの，３０代については増加している状況が見られます。

国勢調査結果   作成

国勢調査結果   作成
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合 計 特 殊 出 生 率 については，全 国 より，千 葉 県 が低 く，千 葉 県 より柏 市 が

低 いという状 況 が見 られました。柏 市 においては平 成 １７年 から徐 々に上 昇 の

傾向が見 られましたが，出生数については出生率 と同じような上昇傾向が見 ら

れるわけではありません。全 国 に至 っては，逆 に下 降 傾 向 を辿 っています。出

生 率 が上 昇 しても子 どもを産 むことができる女性 が減 少 しているので，出 生数

が減少していると考えられます。

子 どもを産 みたいと思 える社 会 にするには，男性 も家 事 ・育 児 に参 加 するこ

とが重 要です。そのためには，男女 ともに取 得しやすい育児 休業 制度 の充 実 ，

男 性 の意 識 づくり，職 場 がそれを認 める環 境づくりのほか，男 性 も利 用 しやす

い施設の整備，子育ての場に男性を受け入れようという環境づくりが必要です。
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（３）家事・育児

男 女 共 同 参 画 に関 する市 民 意 識 調 査 （平 成 ２６年 度 ）によると昭 和 ６２年

当 時９割を超えていた「食 事の支度 」での「主として妻 」との回 答は平成 ２６

年 度の調査 では７割 までに下 降しています。同 様に「掃 除 や洗 濯」も７割まで

下 降しているという結果 が出 ました。また「日 常 の買 い物 」も５割 強 ま下 降 し

ています。「育 児 」については昭 和 ６２年 当 時 「主 として妻 」が約 ６割 でした

が平成 ２６年度 には約３割 にまで下 降してきています。妻 への家 事の集中 は相

変わらず高いとは言え，少しずつ緩和してきている状況が伺えます。

（４）介護等

男 女 共 同 参 画 に関 する市 民 意 識 調 査 （平 成 ２６年 度 ）によると「日 常 生 活

が不 自 由 になったときの身 の回 りの世 話 （２つまで）」について，「配 偶 者 に

世 話をしてもらう」と回 答 したのは特に男性 で多 く７割 の男 性が「配 偶者 」と

回答しています。施設やホームヘルパーなど介護サービスを希望する人も多いこ

とがわかります。

（平成２６年市民意識調査）

（平成２６年市民意識調査）
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（５）市民の意識

（平成２６年度男女共同参画に関する市民意識調査より）

調査地域 柏市内全域

調査対象 柏市在住の満２０歳以上の男女

標本数 ４,０００人

標本抽出法 住民基本台帳より無作為抽出

調査方法 郵送により調査票・返信用封筒を配布し，郵送によ

り回収

調査期間 平成２６年９月１７日～平成２６年１０月１０日

全体 女性 男性 性別無回答

回収数（人） １,３１７ ７３９ ５４１ ３７

回収率（％） ３２.９ ３７.０ ２７.１ —
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ア．次のような日常的な事柄は，主に誰がしていますか。

日 常 的 な事 柄 は主 に誰 がしているかについては，[G.育 児 ]，[H .親 や病 人 の

世話・介護 ]の「該当しない」を除くと，どの項目も「主として妻」が最も多い

状況です。「主として妻」については徐々に減少していますが，まだまた高い状

況であることが伺えます。
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イ．配偶者や恋人からの暴力をＤＶ（ドメスティック・バイオレン

ス）と言いますが，あなたは次のような行為をＤＶだと思いますか。

ＤＶ（ドメスティック・バイオレンス）だと思 うことについては，全 １２項 目

のうち１０項目で，「ＤＶだと思う」が６５％以上を占めています。 [A.なぐっ

たり，けったりする] ， [B .髪 の毛 をひっぱる]など９割を超えているものがある

一方，項目によっては５割に届かないものもあり，継続的な啓発が必要です。
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ウ． あな たは ， 次の 分野 で男 女は 平等 にな って いる と思 いま すか 。

各 分野 における男女 の平 等 感については「平 等である」との回答 が最 も多 い

のは[学 校 教 育 の場 ]となっています。[就 労 の場 ][政 治 の場 ][社 会 通 念 や慣

習 ][社 会全体 ]については，いずれも「男性が優遇されている」との回答が多く，

男女共同参画社会の実現には引き続き啓発をしていかなくてはなりません。
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第２章 基本計画

基本課題１ 女性の活躍促進【重点課題】

多様化するニーズに応えるには，男性だけでなく女性の意見を取り入れる

ことが重要です。そのためには女性が意思決定の場にいることが不可欠です。

市では女性の活躍促進を重点課題に位置づけ，特に力を注いでいきます。

○審議会委員の公募に応募して，意見を寄せましょう。

○地域や組織の一員として企画・運営に積極的に参加しましょう。

市民に取り組んでほしいこと

○女性も活躍できる環境が整えられているか，確認しましょう。

○性別に関わりなく，一人ひとりの能力にあった登用に努めましょう。

○関係法令を遵守し，周知に努めましょう。

事業所に取り組んでほしいこと

○女性管理職の育成・登用に努めます。

○審議会等に積極的に女性を登用します。

。

市の取組

指 標

市 の 女 性 管 理

職の割合（一般

行政職）
3.6％ 15％

附 属 機 関 で 女

性 委 員 が３５％

以上の割合
５３％ ６５％

防災推進員にお

ける女性の割合 8.9％ 25％

平成 27 年４月 平成 32 年４月

町会長・自治会

長・区長等にお

ける女性の割合
7％ 1５％
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指標の説明

本市の女性管理職の割合は平成２７年４月現在で３．６％となっていま

す。内 閣 府 の調 査 （平 成 ２６年 度 ）によると市 区 の課 長 職 相 当 （一 般 行

政職）の割合は８．６％となっており，本市の女性管理職の割合（平成２

６年度は５．０％）は他の市区の平均と比べ低くなっています。

附 属 機関 とは地 方 自治 法 に規 定 されている機 関 で，「普 通 地 方公 共 団

体は，法律又は条例の定めるところにより，執行機関の附属機関として自

治紛争処理委員，審査会，審議会，調査会その他の調停，審査，諮問又

は調 査 のための機 関 を置 くことができる。」とされています。本 市 では柏

市附属機関等組織運営要領の中で「男女の一方の委員数が，委員総数の

１００分の３５未満とならないようにする。」と記載しています。

防災推進員は地域住民による任意の防災組織である自主防災組織の活性

化を図るため，平成１０年度に創設しました。県市が実施する講習会等に参

加し，修得した知識技術を自主防災組織内で普及を図ったり，災害発生時

に地域住民と協力し，消火，救出活動を行ったりすることが主な任務になり

ます。平成２７年３月３１日現在で４１４人の防災推進員が活動しています。

市 内 の町 会 ・自 治 会 については平 成 ２７年 度 の町 会 ・自 治 会 長 ・区 長

２９１人のうち，女性は２６人です。『町会・自治会・区役員の手引き』

では，Ｑ＆Ａで女性の登用を呼びかけています。

市の女性管理職の割合

附属機関の女性委員の割合

防災推進員における女性の割合

町 会 長 ・自 治 会 長 ・区 長 等 における女 性 の割 合

の割合附属機関の女性委員の割合
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（１）市の政策・方針決定過程への女性の積極的参画と登用促進

【現状と課題】

人口の半分を占める女性が，あらゆる分野に意見を反映させていくことは，社会を形

成していくうえで大変重要です。しかし，現状では公的分野，私的分野を問わず政策・

方針決定過程への女性の参画は進んでいるとは言えません。多様化するニーズに対応す

るには，女性が意見を反映できる組織が必要です。そのためには様々な分野で男女格差

を積極的に改善するポジティブ・アクション（※３）という考え方が不可欠です。

本市の管理職のうち女性の割合は３．６％と前計画の策定当時（０．９％）に比べて

高くなりました。しかし，県内の同規模以上の人口の市と比べると高いとはいえません。

女性の管理職が増えない理由としては，管理職昇任選考の女性の受験率が低いことが

挙げられます。

平成２６年度の管理職昇任選考の受験率は，一般事務職で男性が対象の２４％であ

るのに対して，女性は８％と非常に低い状況です。まず，受験率をあげるために女性職

員の意識を把握し，必要な啓発等を行っていく必要があります。

一方，審議会等への女性の参画については，柏市附属機関等組織運営要領等で委員

％

％

平成２６年度男女共同参画白書より作成
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の３５％を下回らないことを目標としていますが，平成２７年４月１日現在で３３．９

％となっており，平均値では目標値に近づいています。しかし，個々の審議会を見てみ

ると目標値に届いていない審議会等もあり，まだまだ十分とはいえない状況です。

国では「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（平成２７年）が成立

し，３０１人以上の企業は，女性の活躍推進に関する行動計画を策定しなければならな

くなりました。女性の活躍促進に向けた取り組みが国を挙げて進められています。本市

でも４つの課題の中で特に「女性の活躍促進」を重点課題として位置づけ，積極的に

取り組んでいきます。

 審議会等    女性委員 数  平成   年  月  日現在  

女性委員 率                                           

審議会数           

施策１ 政策・方針決定の場への女性の登用促進

①審議会等への女性の登用促進

市の政策・方針決定に関わる審議会等で一方の性に偏ることなく，市民の声を市政

に反映させるよう努めます。また，個々の審議会等についても注視していきます。

番号 具体的な施策 担当課

１ 審議会等で一方の性が３５％を下回らない委員構成 行政改革推進課

男女共同参画室

審議会所管部署

２ 公募制度の推進と公募枠の拡大 行政改革推進課

審議会所管部署

３ クオータ制（※４）の調査・研究 行政改革推進課

男女共同参画室

４ 先進市の取り組みの研究 男女共同参画室

②女性職員の管理職への積極的登用

市の女性職員の管理職への登用を積極的に図っていきます。

番号 具体的な施策 担当課

５ 女性職員の管理職への積極的な育成・登用 人事課

６ 女性の職業生活における活躍の推進に関する法律に基づ

く特定事業主行動計画の推進

人事課

男女共同参画室

※４ クオータ制

ポジティブ・アクションの手法の一つであり，人権や性別などを基準に

一定の人数や比率を割り当てる制度のことです。

※３ ポジティブ・アクション

様 々な分 野 において，活 動 に参画 する機会 の男 女間 の格 差を改 善する

ため，必 要 な範 囲 内 で男 女 いずれか一 方に対 し，活 動 に参画 する機会 を

積極的に提供するものです。
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施策２ 女性のエンパワーメント（※５）に向けての環境整備

①人材リストの整備と活用

男女共同参画社会の実現への尽力が可能な個人および団体のリストを整備します。

また，審議会等の女性委員の登用率を高めるため，リストの活用を図ります。

番号 具体的な施策 担当課

７ 女性人材リストの整備・活用 男女共同参画室

②女性のエンパワーメントに向けての学習プログラムの充実

女性がエンパワーメントに必要な知識や能力を身につけるために学習プログラムの充

実を図ります。

番号 具体的な施策 担当課

８ 男女共同参画センターでの講座の開催 男女共同参画室

関係部署

※５ エンパワーメント

「力 をつけること」。自 らの意 識 と能 力 を高 め，政 治 的 ，社 会 的 ，文

化 的 または経 済 的 に力 を持 ち，社 会 を変 革 していく存 在 となることをい

います。
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（２）防災・地域活動，雇用等あらゆる分野への女性の参画の推進

【現状と課題】

近年，自然災害が多発しています。災害時においては，家事や育児などの負担が女

性に集中するという問題が起こっています。また，避難所生活を送ることを余儀なくさ

れた場合，プライバシーの確保，女性や子どもに対するさまざまな配慮が求められます

が，支援する側に女性の担当者が少ないことで問題の解決が遅れることもあります。避

難所の運営だけでなく，防災全体に女性の視点を入れていくことが大切です。

就労の場では，男女間格差是正のため，法律は整備されてきました。しかし，現状で

は，出産前に就業していた女性の約 6 割が出産後に離職しています。

女性は，能力や意欲を適正に評価されることが少なく，補助的な仕事や単純労働を

担う傾向があり，昇進・昇格の機会や賃金についても男性との間に大きな格差がみられ

ます。働く場での男女平等を図るためには，ポジティブ・アクションの導入が必要です。

地域活動においては，平成２７年度で町会・自治会長・区長２９１人のうち，女性
は２６人と，８．９％に留まっています。地域の活性化にあたっては，多様な視点から

の組織運営や事業展開が不可欠であるため，女性の参画を働きかけていきます。

施策１ 防災に関する政策・方針決定過程への女性の参画

①防災会議等への女性の登用促進

防災分野に女性の視点や声を反映できるよう，女性の参画を促進します。

番号 具体的な施策 担当課

９ 防災会議等への女性の登用促進，および積極的に女性の

声を反映できる仕組みの検討

防災安全課

②女性消防職員の積極的採用・登用

防災の現場に女性職員が配置されるよう，女性消防職員について，積極的な採用・

登用に努めます。その人材育成や管理職への登用の機会を拡充します。

番号 具体的な施策 担当課

１０ 女性消防職員の採用，人材育成と管理職への積極的登用 消防局

③女性リーダーの育成

災害時・復興活動における女性防災リーダー（市の女性管理職）の育成に努めます。

施策２ 男女共同参画の視点に立った地域防災計画等の見直し

①男女共同参画の視点に立った地域防災計画等の見直し

地域防災計画・各種対応マニュアル・支援策に，被災時の男女のニーズの違い等，

男女双方に充分配慮しているかの視点を踏まえるよう努めます。

番号 具体的な施策 担当課

１２ 地域防災計画等の点検および見直し 防災安全課

関係部署

男女共同参画室

番号 具体的な施策 担当課

１１ 女性防災リーダーの育成 防災安全課
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②災害時における女性の人権の尊重

災害時における女性をめぐる問題を人権問題の観点から洗い出し，地域防災計画等

の運用に活かします。

番号 具体的な施策 担当課

１３ 災害時の女性問題及び解決策の検討

避難所生活等を含めた災害時の男女共同参画の視点に

立った配慮

防災安全課

男女共同参画室

施策３ 雇用における女性の参画促進

①管理職等への女性登用についての啓発

女性労働者の職域の拡大，研修などによる能力開発，管理職への登用を図るよう事

業主に対して働きかけます。

番号 具体的な施策 担当課

１４ ポジティブ・アクション普及に向けた情報提供 男女共同参画室

②就職希望者への支援

女性の職業能力を向上させ，より適した職業をみつけるため，相談・支援等の充実を

図ります。

番号 具体的な施策 担当課

１５ 就労に関する情報の提供 商工振興課

１６ ハローワークと連携した就労支援活動の強化 商工振興課

施策４ 農業における男女のパートナーシップの確立と起業者への支援

①農業委員・農協役員への女性登用の働きかけ

農業委員・農協役員への女性の登用を働きかけます。

番号 具体的な施策 担当課

１７ 農業委員・農協役員への女性登用の働きかけ 農業委員会

農政課

②女性経営者への支援

起業を希望する女性に関連情報を提供します。

番号 具体的な施策 担当課

１８ 起業に関する情報の提供 商工振興課

施策５ 地域活動における女性の参画促進

①女性が役員会等の意思決定の場へ参画できるよう，働きかけます。

番号 具体的な施策 担当課

１９ 町会・自治会・市民活動団体・ PTA 等への働きかけ 地域支援課

男女共同参画室

協働推進課
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基本課題 2 仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の推進

ワーク・ライフ・バランスの実現に向けて，職業生活と家庭生活の両立に

対する理解を深め，協力を得るための啓発や各種制度の周知を進めます。

○自分の職場の育児・介護休暇などの制度を調べてみましょう。

○男性も家事・育児・介護に主体的に取り組みましょう。

市民に取り組んでほしいこと

○ワーク・ライフ・バランスのメリットについて学びましょう。

○働きやすい職場環境の整備に努めましょう。

○関係法令を遵守し，周知に努めましょう。

事業所に取り組んでほしいこと

○次世代育成支援対策推進法に基づく特定事業主行動計画の職員へ

の周知を図ります。

○ワーク・ライフ・バランスの実現に向けた職場環境の整備を図ります。

。

市の取組

指 標

市 職 員 の 子 供

休 暇 の 平 均 取

得日数

1.3 日／年

（平成２５年度）

3.0 日／年

（平成 31 年度）

マ マ パ パ 学 級

（両親学級）参

加者数
1 ,043 人 1 ,200 人

認 可 保 育 園 等

の国基準の待機

児童数（人）
０人 ０人

平成 27 年４月 平成 32 年４月

特 別 養 護 老 人

ホーム整備床数 １,４１４床

床

１,８３４床
（平成 32 年度）
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指標の説明

子 供 休 暇 は，小 学 生 以 下 の子 供 を養 育 する職 員 が取 得 できる休 暇 で，

年度につき５日（子が２人以上の場合は１０日）付与されます。職員は，

子 を看 護 する場 合 や，子 に健 康 診 断 又 は予 防 接 種 を受 けさせる場 合 のほ

か，子 が通 う幼 稚 園 ，保 育 所 ，小 学校 等 の行 事に参 加 する場 合に取 得 す

ることができます。

ママパパ学 級（育 メン編 ）は，父母が協力して出産・育児に臨めること

を目 的 に，出 産 ・育 児 情 報 の提 供 ，育 児 体 験 等 ，両 親 で参 加 するプログ

ラムを行っています。

平成２６年度の初産の妊娠届出は年間約１，７００人で，目標値 １，

２００人は，届出の約７割に当たるものです。

国 基準 の待 機児 童数 ゼロを目 指し，平成 25 年 ７月 に「緊 急 対策 柏市

待 機 児 童 解 消 アクションプラン」を策 定 しました。アクションプランに基

づき，幼 保 連 携 型 認 定 こども園 や私 立 認 可 保 育 園 の整 備 等 を進 めてきた

結果，平成 27 年４月時点で，国基準の待機児童数ゼロを達成しました。

今後も４月時点の国基準の待機児童数ゼロの維持と入園保留者（保育を

必 要 とする支 給 認 定 を受 けており，認 可 保 育 園 等 への入 園 を希 望 してい

るが，保留となっている者）のさらなる減少に向けて取り組んでいきます。

本市の要介護認定者（要支援認定者含む）は，平成 2７年６月末時点

で 1４,１３９人 （認 定 率 1４.１％）ですが，平 成 37 年 度 には 24,458

人 （認定 率 21.4％）と今 後の約 10 年 間で７割の上昇 が見込まれます。

特別養護老人ホームの入所待機者も７００人を超えており，そのうち約７

割のかたが，できる限り早い入所を希望しています。第６期柏市高齢者い

きいきプラン２１では平 成 ３２年 度 までにさらに４２０床 の整 備 を計 画 し

ています。

柏 市 高 齢 者 いきいきプラン２１＝平 成 12 年 に策 定 された法 に基 づく老 人 福

祉 計 画 ・介 護 保 険 事 業 計 画 で「すべての高 齢 者 が，その人 らしく，住 み慣 れた

地 域 で安 心 していきいきと暮 らせるまち柏 」を基 本 理 念 に各 種 の施 策 を推 進 し

ています。

市 職 員 の子 供 休 暇 の平 均 取 得 日 数

ママパパ学級（両親学級）参加者数

認可保育園等の国基準の待機児童数

特別養護老人ホーム整備床数



27

（３）男女が共に担う家庭・地域づくり

【現状と課題】

男女共同参画に関する市民意識調査（平成２６年度）では，「次のような日常的な

事柄について主に誰がするのが理想的だと思いますか」との質問に対して，「洗濯」

「食事の支度」以外は「両方同じぐらい」が一番多い結果となりました。しかし，現実

には，ほとんどの項目で「主として妻」が行っていることがわかりました。

国は女性の活躍を推進していくため，女性の職業生活における活躍の推進に関する

法律を制定し，自治体と３０１人以上の企業に行動計画の策定を義務付けました。女

性の活躍を推進していくためには，男性も家事などに主体的に取り組む必要があります。

また，退職後の男性にとって，生活の自立や生きがいづくりは大きな課題となってい

ます。地域での活動への参画は地域の活性化だけでなく，仲間づくり，生きがいづくり

につながります。

男性も女性も共に参画する家庭・地域づくりを推進します。

次のような日常的な事柄は，

主に誰がするのが理想的だと

思いますか。

次のような日常的な事柄は，

主に誰がしていますか。

「柏市男女共同参画に関する市民意識調査」平成２６年度



28

施策１ 家庭生活・地域活動への男女共同参画の推進

①地域活動・市民活動への参画推進

豊かな地域コミュニティを築くために，地域活動へ男女が積極的に参画していく必要

があります。

番号 具体的な施策 担当課

２０ 地域活動・市民活動の情報収集と提供，地域コミュニテ

ィ活動の推進

協働推進課

地域支援課

２１ ホームページや市民交流センター運営等による市民活動の

情報発信・支援

協働推進課

２２ 町会・自治会・区等への勧誘 地域支援課

②男性が家庭責任を担うための支援

男性の家事・育児・介護への積極的参画を促し，生活的自立を図るための講座を開

催します。

番号 具体的な施策 担当課

２３ 育児に関する講座 地域健康づくり課

保育運営課

２４ 介護保険の制度やサービスなどに関する講座 高齢者支援課

福祉活動推進課

介護基盤整備室

地域医療推進室
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（４）男女が平等に仕事と生活を両立できる環境づくり

【現状と課題】

男女共同参画に関する市民意識調査（平成２６年度）では，「男女がともに仕事と

家庭を両立していくために，どのような環境整備が必要だと思いますか」との質問に対

して，「経済的支援」のほか，「周囲の理解と協力」や「利用しやすい職場環境の整

備」「保育所の整備や保育事業の充実」を選ぶ人が多い結果となりました。

一方で「男性が育児休業や介護休業を取ることについてどう思いますか」との回答に

は，男女とも「取得すべき」「取得したほうがよい」を合わせ，肯定派が７割を超えま

した。しかし，現状では民間企業で２．０３％，国家公務員で２．７７％とほとんどの

男性が育児休業を取得していません。

ワーク・ライフ・バランスを実現していくためには，ハード面，ソフト面の整備のほ

か，職場の雰囲気や環境の整備が大切です。ワーク・ライフ・バランスを実現すること

は働く人だけでなく，企業にとっても有能な人材の確保につながるなどのメリットがあ

ると言われています。男女が仕事と生活を両立できる環境を整備し，ワーク・ライフ・

バランスの啓発に努めます。

男女がともに仕事と家庭を両立していくために，どのような環境整備が必要だと思いますか。

「柏市男女共同参画に関する市民意識調査」

平成２６年度
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施策１ 仕事と生活を両立できる環境づくり

①保育サービスの充実

仕事を持つ男女が安心して子育てができるよう保育サービスの充実に努めます。

番号 具体的な施策 担当課

２５ 保育サービスの充実

既存幼稚園の幼保連携型認定こども園への移行 私立認

可保育園の整備 延長保育 病児保育 病後児保育 産

休明け保育 こどもルーム

保育整備課

学童保育課

保育運営課

②子育て支援事業の充実

子育て中の保護者が子育てを楽しむことができ，いつでも相談できる場や仲間づくり，

社会参加できるために地域ぐるみで支援事業の充実に努めます。

番号 具体的な施策 担当課

２６ 子育て支援事業の充実

児童センター，地域子育て支援センター，一時保育，フ

ァミリー・サポート・センター

保育運営課

子育て支援課

２７ 地域ぐるみの子育て支援

母と子のつどい

地域健康づくり課

③相談体制の充実と情報提供

子育て中の保護者の悩みごと相談や子育て支援情報の提供に努めます。

番号 具体的な施策 担当課

２８ 教育相談，子育てにこにこ電話相談，育児相談，家庭児

童相談の充実，利用者支援事業

教育研究所

地域健康づくり課

保育運営課

こども福祉課

子育て支援課

２９ 要保護児童対策地域協議会関係機関との連携強化 こども福祉課

３０ 母子・父子自立支援相談の充実 こども福祉課

３１ 広報紙等による情報提供 こども福祉課

子育て支援課

３２ 柏市民健康づくり推進員の訪問による情報提供 地域健康づくり課

３３ 子育てサイト「はぐはぐ柏」の充実 子育て支援課

④介護予防の推進や介護サービスの充実

高齢者が住み慣れた家や地域で，自分らしく安心した生活を続けられるよう，介護予

防の推進や地域密着型サービス の整備などを図ります。

番号 具体的な施策 担当課

３４ 特別養護老人ホームの整備 介護基盤整備室

３５ 地域包括支援センターの整備・事業の充実 福祉活動推進課

３６ 介護予防拠点の整備 福祉活動推進課
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⑤障害者支援サービスの充実

障害者が住み慣れた家や地域で自分らしく生活できるよう，在宅サービスや施設サ

ービスの充実を図ります。

番号 具体的な施策 担当課

３７ 障害者（児）居宅支援サービスの実施と一時介護委託料

の助成

障害者相談支援室

施策２ 仕事と生活を両立できる意識づくり

①労働法令の理解促進

男女が対等なパートナーとして働くことができるよう，事業主・男女労働者に労働法

令の周知を図ります。

番号 具体的な施策 担当課

３８ 労働基準監督署等が開催する講座等の情報提供，関係機

関と連携した意識啓発の推進

男女雇用機会均等法 労働基準法 育児・介護休業法

パートタイム労働法

男女共同参画室

商工振興課

②働く女性の母性保護についての啓発と情報提供

働く女性の母性が保護されるとともに，健康に働き，安心して出産できる環境整備と

生涯を通じた健康支援のための情報提供に努めます。

番号 具体的な施策 担当課

３９ 母性保護の普及

母性健康管理指導事項連絡カードの活用

地域健康づくり課

４０ 広報紙等による啓発 男女共同参画室

③経営への参画支援

自営業，農業に従事する女性の地位の向上を図るとともに，労働時間短縮等の生活

環境改善のために，「家族経営協定」の締結等を働きかけていきます。

番号 具体的な施策 担当課

４１ 家族経営協定の情報提供 農業委員会

農政課

４２ 自営業者への情報提供 男女共同参画室

④事業主に対する啓発

ワーク・ライフ・バランスに対する啓発を行います。

番号 具体的な施策 担当課

４３ 女性の職業生活における活躍促進に関する法律に伴う推

進計画の検討

男女共同参画室

商工振興課

４４ ワーク・ライフ・バランスの普及促進

企業表彰のあり方（インセンティブ等）の検討

男女共同参画室

関係部署
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⑤育児・介護休業制度の男女の利用促進

育児休業，介護休業制度の周知を図ります。

番号 具体的な施策 担当課

４５ 企業や働く人の支援や相談窓口など，関係機関と連携し

た情報提供

男女共同参画室

商工振興課

４６ 庁内への働きかけ

出産・育児にかかる各種休暇休業制度利用の働きかけ

次世代育成支援対策推進法に基づく特定事業主行動計画

の周知・推進

人事課

⑥就職を控えた学生への啓発

これから就職を控えた学生を対象に，職場を選ぶ目を養うための啓発を行います。

番号 具体的な施策 担当課

４７ 就職を控えた学生への啓発 男女共同参画室

⑦女性の労働の状況把握調査

女性の就業に関する調査や研究に努めます。

番号 具体的な施策 担当課

４８ 就業状況把握のための調査・研究 男女共同参画室
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基本課題３ 男女共同参画を目ざす教育・学習の推進

性別に基づく固定的な役 割分担意識，性差に対する偏見を解消するため

には，市民一人ひとりが男女平等意識を持ってあらゆる場で実践していくこ

と。そして，子 どもの頃 からの男 女 平 等 意 識 の醸 成 が重 要 です。男 女 平 等

意識の定着に向け，教育・学習の場を充実していきます。

○職場内で，性別役割分担意識による仕事の分担等が行われていない

か確認してみましょう。

事業所に取り組んでほしいこと

○啓発活動の充実，教育・学習の場の充実を図ります。

市の取組

指 標

平成 27 年４月 平成 32 年４月

○講座などの啓発事業に積極的に参加しましょう。

○学校・家庭・地域でも男女平等の視点を取り入れ，そして実践して

いきましょう。

○職場内で，性別役割分担意識による仕事の分担等が行われていない

か確認してみましょう。

市民に取り組んでほしいこと

啓発事業への若い

世代（20 歳～40

歳代）の参加割合
２８％ ５０％

進路や職業を選択する

際，性別を意識せず

に選択した人の割合
６２％ ７５％

男 女 共 同 参 画

に関する企画展

示
― ３回／年



34

指標の説明

啓 発 事 業 への若 い世 代 の参 加 割 合 は，平 成 ２５年 度 は２１．９％，平

成２６年度は２８％と３０％に満たない状況が続いています。

平成２６年に実施した「男女共同参画関する市民意識調査」によると，

性別を意識して選択した人の割合は全体で２８．９％，性別を意識せずに

選 択した人 の割 合 は６２％となっていますが，男 女 別 に見 ると，性 別 を意

識 せず選 択 した人 の割 合 は男 性 で７１．９％女 性 では５４．９％となって

おり，男性が女性を１７ポイント上回っています。保育士や看護師は女性，

消 防 士 は男 性 といった固 定 的 な意 識 を持 つことなく全 ての人 が自 由 に職

業 を選 択 できるようになることが望 ましいですが，一 方 で，社 会 状 況 を考

えた時 ，「女性 でも一生 働 き続 けられる保 育 士などの職 業 がいい。」とあ

えて自分の性別を考慮して職業を選択する人もいます。

進路や職業を選択する際，性別を意識せずに選択した人の割合

啓発事業への若い世代（20 歳～40 歳代）の参加割合加者数
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（５）男女平等の視点に立った意識改革と社会制度・慣行の見直し

【現状と課題】

社会によって作り上げられた性別（ジェンダー）（※６）意識は，依然として私達の

家庭生活や地域活動などあらゆる分野に残り，一人ひとりの多様な生き方や社会参画

を妨げる大きな要因になっています。

男女共同参画に関する市民意識調査（平成２６年度）から，男女の平等感の分野別

回答をみてみると，多くの分野で男性が優遇されていると思っていることがわかります。

性別にかかわらず市民一人ひとりが個人として尊重され，主体的に生き方を選択でき，

その能力と個性を十分に発揮できる社会の実現のためには，ジェンダーにとらわれない，

制度・慣行が機能するような環境づくりが求められます。また，子どもの頃からの男女

共同参画に対する理解の促進，そして市民一人ひとりが男女平等の意識を持つことも

必要です。

問 「男は外で働き，女は家庭を守るべきである」という考え方について，あなたはどう思

いますか。

問 あなたは，次の分野で男女は平等になっていると思いますか。

「柏市男女共同参画に関する市民意識調査」平成２６年度
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施策１ 男女平等意識をつくるための啓発活動の充実

①啓発事業の充実

男女共同参画社会やジェンダーにとらわれない環境づくりなどをテーマに講演会・シ

ンポジウム・講座等を開催し，男女共同参画への理解を深めるための啓発を行います。

番号 具体的な施策 担当課

４９ 講座，シンポジウム，イベントの実施

男女共同参画の視点の重視

男性や若年者に向けた啓発

男女共同参画室

５０ 広報紙等による啓発 男女共同参画室

５１ 男女共同参画週間における啓発の推進 男女共同参画室

②男女平等に関する条約，法令等の周知

男女共同参画社会の実現に向け，法や制度等の積極的な活用促進と理解を深めるた

めの啓発に努めます。

番号 具体的な施策 担当課

５２ 女性差別撤廃条約，男女共同参画社会基本法，女性の活

躍推進法，育児・介護休業法，ＤＶ防止法等各種法律や

制度の周知

男女共同参画室

関係部署

５３ 法制度に関する学習機会の充実 関係部署

③男女平等に関する研究と情報収集・提供

男女間格差や偏りを把握するため市民を対象に，男女平等に関する意識を調査・分

析し，その結果を各種事業に反映させていきます。

番号 具体的な施策 担当課

５４ 男女平等に関する意識調査の実施 男女共同参画室

５５ 男女別統計（ジェンダー統計等）の推進・情報収集・公

表

男女共同参画室
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施策２ 社会制度・慣行の見直し

①社会制度・慣行の見直し

社会制度・慣行について，男女平等の視点に立って調査研究し，社会的合意を得な

がら必要に応じて関係機関へ働きかけます。

番号 具体的な施策 担当課

５６ 社会制度・慣行の調査研究 男女共同参画室

※６ 社会的性別（ジェンダー）
「社会的・文化的に形成された性別」のこと。生まれついての生物学的性別（セック

ス）に対して，社会通念や慣習の中で社会的に作り上げられた「男性像」，「女性像」

があり，このような男女の別をいいます。それ自体に良い，悪いの価値を含むものでは

ありません。
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（６）男女平等教育の推進

【現状と課題】

男女平等の意識を育むためには，学校・家庭・地域等あらゆる場において男女平等

教育（保育を含む）・生涯学習を実践していくことが重要です。

特に子どもへの男女平等意識の醸成に対しては，家庭・保育・教育が与える影響は

大きく，保護者や教職員，そして大人全体への意識啓発が求められます。

そのため，家庭・地域等で協力してジェンダーにとらわれない教育ができるような学

習プログラムを充実させていくこと，併せて生涯にわたって多様な学習機会が確保され，

男女各人が自立した関係を築いていくことが望まれます。

学校教育や保育においても，子どもたちが主体的に自分の生き方を考え，社会的性

別にとらわれず個性や能力を大切にする考え方ができるよう，男女共同参画の視点に立

った環境づくりや指導をしていくことが望まれます。

問 子どもの育て方に関する考え方についてどう思いますか。

問 あなたは，進路や職業を選択する際に，性別を意識しましたか。

「柏市男女共同参画に関する市民意識調査」平成２６年度
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施策１ 家庭教育における男女平等意識の啓発

①男女平等意識の啓発

男女平等の視点に立って家庭での教育が行われるよう啓発に努めます。

番号 具体的な施策 担当課

５７ 家庭教育学級等の充実 関係部署

５８ 広報紙等による啓発 男女共同参画室

施策２ 保育園・幼稚園における男女平等教育の推進

①男女平等教育の推進

生物学的性別に配慮しつつ，ジェンダーにとらわれず，個性や能力が伸ばせる環境づ

くりに努めます。

番号 具体的な施策 担当課

５９ 一人ひとりの個性を尊重した教育・保育 保育運営課

６０ 保育士を対象にした研修会の開催 保育運営課

６１ 幼稚園における男女平等意識の啓発 男女共同参画室

②隠れたカリキュラムの見直し

保育士や保護者の何げない言葉かけや行動，慣行により，ジェンダー意識を助長しな

いよう点検，見直しに努めます。

番号 具体的な施策 担当課

６２ 隠れたカリキュラムの点検，見直し 保育運営課
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施策３ 学校における男女平等教育の推進

①男女平等教育の推進

人権尊重や男女平等の意識を育て，性別にとらわれず個性を尊重した教育・指導に

努めます。

番号 具体的な施策 担当課

６３ 性別にとらわれない教育の推進 指導課

６４ 副読本・教材等の作成・活用方法の検討

教職員に対するアンケート調査の実施

指導課

男女共同参画室

６５ 教職員対象の男女平等教育研修の実施 指導課

６６ 多様な生き方を選択できる進路指導 指導課

②隠れたカリキュラムの見直し

学習教材や学校慣習等において，ジェンダー意識を是認したり，助長している慣行等

についての点検，見直しを図っていきます。

番号 具体的な施策 担当課

６７ 隠れたカリキュラムの点検，見直し 指導課

施策４ 社会における男女平等に関する生涯学習の推進

①男女平等に関する学習機会の充実

男女平等の視点に立った学習ができるよう，学習機会の充実を図ります。

番号 具体的な施策 担当課

６８ 男女平等に関する学習資料・情報の提供 図書館

男女共同参画室

６９ 男女共同参画社会推進のための啓発・学習機会の提供・

講座の企画

公民館
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②学習環境の整備

様々なニーズに応じて学習機会が確保されるよう，開催日時等に配慮し，学習しやす

い条件整備や学習プログラムの充実に努めます。

番号 具体的な施策 担当課

７０ 様々な人が参加しやすい開催日時等への配慮 関係部署

７１ 開催時の保育，介護サービスの充実 関係部署

７２ 学習プログラムと情報提供の充実

らんらんかしわ

生涯学習課

関係部署
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基本課題４ 人権に対する配慮

男女が互いに平等で，性別にかかわりなく尊重され，健康に生きられる社

会に向けた取り組みを推進します。

○自身や周囲の人の心の健康に留意しましょう。

○「性の商品化と人権侵害」について考えましょう。

○暴力を受けたり見聞きしたら，すぐに相談しましょう。

市民に取り組んでほしいこと

○セクシュアル・ハラスメント等の防止に努めましょう。

○働きやすい職場環境の整備に努めましょう。

○関係法令を遵守し，周知に努めましょう。

事業所に取り組んでほしいこと

○心の健康について，支援・啓発に努めます。

○人権に配慮した広報等に努めます。

○暴力による被害者の支援に努めます。

市の取組

指 標

平成 27 年４月 平成 32 年４月

精 神 保 健 福 祉 に

関 する出 前 講 座

等の受講者数
３７２人 ５００人

性の商品化を人

権侵害と考える

人の割合
55.6% 70%

乳がん検 診の受

診者数
24,485 人 26,000 人

市立中学校での

デートＤＶ講 座

の開催
― 7 校/年
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指標の説明

固 定 的 性 別 役 割 分 担 意 識 や，変 化 する社 会 情 勢 ，家 族 の問 題 など，

様 々な要因 により心 身の健康 を害してしまうことは，現 代においては誰 に

でも起こりうることです。

より多 くの人 が，心 の健 康について正 しい知 識を身につけ，理 解するこ

とで，予 防 や早 期 発 見・早 期対 応 できるよう，講 座 の開 催 等 普及 啓 発 に

取り組みます。

性 や体 をもの（商 品 ）として扱 うことについては，当 人 の意 思 に反 して

いなければ問 題 ではないという意 見 もありますが，男 女 平 等 が達 成 されて

いない社 会 では，一 方 の性 による偏 った価 値 観 に基 づく性 の商 品 化 と搾

取等の問題が懸念されます。

また，子どもを性の商品化の対象とすることは，より深刻な人権侵害と

して問題視され，日本の対応について国際社会からも指摘を受けています。

性 の商 品化 と人権 のかかわりについて，一 人 ひとりが考 えることが大切

です。

女 性 の健 康 支 援 策 の一 つとして，女 性 のがん罹 患 率 で最 も高 い乳 がん

の検診受診者の増加に向けて，引き続き取り組みます。

平成２４年度に東京都が１８歳から２９歳の男女２，０００人を対象に

実 施 した調 査 によると，女 性 の４２．４％，男 性 の３１．３％がデートＤ

Ｖの被 害 経 験 があり，そのうちの約 ３０％が１０歳 代 で既 に被 害 にあって

いると報告されています。

デートＤＶやＤＶの防止には，対等なパートナーシップや暴力を伴わない

人間関係の構築について，より早い段階で啓発をすることが有効であると

考えられるため，市立中学生を対象に，在学中に必ず１度は受講できるよ

うデートＤＶ講座を実施していきます。

精 神 保 健 福 祉 に関 する出 前 講 座 等 の受 講 者

性の商品化を人権侵害と考える人の割合

乳がん検診の受診者数

市立中学校でのデートＤＶ講座の開催
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（７）人権の尊重

【現状と課題】

人権とは，だれもが尊重され人間らしく生きる権利で，広く知られているものですが，

年齢，国籍，障害，性別等に対する様々な偏った考えに基づく人権侵害により，多く

の人が悩みを抱えています。

男女共同参画に関する市民意識調査（平成２６年）で，家庭生活や就労の場等８つ

の分野を挙げ「男女平等になっているか」と尋ねたところ，すべての分野において女性

よりも男性が優遇されていると思う人の割合が高くなっていて，依然として性差による

不平等感が根強く残っていることがわかりました。（Ｐ１７参照）

また，同調査で「ポルノビデオ等の性の商品化」「メディアによる性の誇張」を人権

侵害だと思う割合が，性犯罪やセクシュアル・ハラスメントと比較して，３０～４０％

も低くなっていて，これらの意識の低さが，性に起因する人権侵害が起こる背景のひと

つと考えられます。

人権侵害による被害者の支援と共に，身近に起きている人権侵害に気づき，それを

許さない環境づくりが求められます。

「柏市男女共同参画に関する市民意識調査」平成２６年度
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施策１ 心の健康支援の充実

①あらゆる人の心の健康支援

固定的性別役割分担意識がもたらす悩みを軽減し，心身の健康を維持するための支援

に努めます。

番号 具体的な施策 担当課

７３ 悩みをかかえる人のための相談窓口の紹介・情報提供 男女共同参画室

福祉活動推進課

保健予防課

関係部署

７４ 心の健康についての理解の促進 保健予防課

７５ 自殺予防のための啓発 保健福祉総務課

関係部署

②性や性別（※７）に関わる悩みを持つ人への支援

性や性別に関する悩みを軽減できるよう，情報の収集と提供に努めます。

番号 具体的な施策 担当課

７６ 相談窓口等の情報発信 男女共同参画室

保健予防課

関係部署

７７ 性や性別の悩みに関する情報の収集 男女共同参画室

関係部署

施策２ 人権に関する啓発とメディアにおける人権への配慮

①性に起因する人権侵害を防止するための啓発

セクシュアル・ハラスメントや性の商品化が人権侵害であることが，広く認識されるよ

う啓発に努めます。

番号 具体的な施策 担当課

７８ セクシュアル・ハラスメントの防止に向けた情報発信 商工振興課

男女共同参画室

７９ 職員のセクシュアル・ハラスメントに関する窓口の継続設

置

人事課

８０ 性に起因する人権侵害に関する啓発事業の実施 男女共同参画室

②在住外国人に対する支援

在住外国人が，安心して暮らすことができるよう支援します。

番号 具体的な施策 担当課

８１ 国際交流センターの整備等，外国人のための相談窓口の充

実

協働推進課
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③広報・出版物等における表現の見直し

市の広報・出版物等において，ジェンダーにとらわれた表現や性に起因する人権侵害

となる表現を使用しないよう注意します。

番号 具体的な施策 担当課

８２ 広報・出版物等における男女平等の視点に立った表現の

使用

秘書広報課

関係部署

※７ 性や性別

性 別 には，生 物 学 的 な性 別 と心 の性 別 （性 自 認 ）があり，この２つが

必 ずしも一 致 しないということが広 く知 られるようになってきました。ま

た，性 的 指 向 も含 めたＬＧＢＴ（レズビアン・ゲイ・バイセクシュアル・

トランスジェンダー）という表し方もメディアで取り上げられるようになり

ましたが，研 究 者 や当 事 者 からはＬＧＢＴだけで括 ることはできないとい

う指摘もあるため，本計画では，あえて「性や性別」という表現を用いる

こととしました。
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（８）性差に配慮した健康支援

【現状と課題】

性別により身体の特徴が異なることを，男女が互いに理解し尊重しあうことは，男女

共同参画社会を形成するための前提です。

特に，ライフステージに応じて身体の大きな変化を経験する女性の健康支援は，きめ

細やかに行う必要があります。

また，性にかかわる生き方について，だれもが主体的な選択と行動により，生涯にわ

たって健康な生活を送れるようにするために，性と生殖に関する健康・権利（リプロダ

クティブ・ヘルス／ライツ ※８）の視点を持ち，性差に配慮した施策を推進すること

が求められています。

施策１ 性差に配慮した健康支援

①女性の健康支援

妊娠・出産や更年期等，心身の変化に対応した健康診査，保健相談，性差医療の情

報提供等により，健康づくりを支援します。

番号 具体的な施策 担当課

８３ 妊産婦の健康診査，相談及び指導 地域健康づくり課

８４ 女性の健康管理に関する講座等の実施 地域健康づくり課

８５ 女性のための各種健康診査，子宮頸がん対策，乳がん対

策，性差医療の情報提供等の充実

成人健診課

地域健康づくり課

②健康をおびやかす問題についての情報提供

HIV/エイズ，性感染症，飲酒，喫煙等の健康をおびやかす問題について，生命・健

康を守るための正しい知識・予防対策について，性差に配慮した情報提供に努めます。

番号 具体的な施策 担当課

８６ 学校における性教育・健康教育の充実 学校保健課

８７ 広報紙等による情報提供

うつや更年期，依存症等，身近な健康に関する情報の発

信

保健予防課

地域健康づくり課

男女共同参画室

８８ HIV／エイズ・性感染症に関する感染予防・まん延防止の

ための検査・相談事業及び啓発

保健予防課
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施策２ 性と生殖の健康・権利に関する啓発

①性と生殖の健康・権利に関する啓発

ライフサイクルを通じて，性と生殖の健康・権利について，男女ともに留意するこ

とができるよう「性と生殖の健康・権利」の重要性についての周知，情報提供に努めま

す。

番号 具体的な施策 担当課

８９ 広報紙等による情報提供 男女共同参画室

②性に関する正しい知識・情報の提供，学習機会の充実

「性と生殖の健康・権利」の重要性について，学習機会の充実と情報提供に努めま

す。

番号 具体的な施策 担当課

９０ 学校における性教育の充実 学校保健課

９１ 家庭における性教育を支援する学習機会の充実 関係部署

※８ 性と生殖の健康・権利（リプロダクティブ・ヘルス／ライツ）

リプロダクティブ・ヘルス／ライツとは，性 と生 殖 に関 する「健 康 」と

「権 利 」のことです。「健 康 」は妊 娠 や出 産 のみでなく，月 経 ，避 妊 ，

中絶 ，不妊 ，性感 染症，更年期障 害など，「人 間の生 殖システム，その

機 能 と（活 動 ）過 程 のすべての側 面 において，単 に疾 病 ，障 害 がないと

いうばかりでなく，身 体 的 ，精 神 的 ，社 会 的 に完 全 に良 好 な状 態 にある

こと」を指 します。「権 利 」は，「子 どもを産 むか産 まないか，産 むとす

れば何 人 産 むかなどを決 定 する自 由 」，「安 全 な妊 娠 ・出 産 」，「子 ど

もが健 康 に生 まれ育 つ権 利 」など，「性 と生 殖 の健 康 （リプロダクティ

ブ・ヘルス）を得る権利」のことです。
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（９）女性に対するあらゆる暴力の根絶

※この章は「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律」

の第２条の３第３項に規定されている市町村基本計画と位置づけます。

【現状と課題】

暴力は重大な人権侵害です。これまでの社会構造や歴史的な背景により，女性が被

害者となるケースが多い現状です。

このような事態を解消することは，男女共同参画社会実現のための大きな一歩ですが，

ドメスティック・バイオレンス（ＤＶ）やストーカーの被害は後を絶ちません。

柏市でも，ＤＶ被害に関する相談が，平成２１年度は１２８件でしたが，平成２６年

度は３４９件と５年間で３倍近く増加しています。

平成２６年度に実施した男女共同参画に関する市民意識調査では，「大声で怒鳴

る」や「長時間無視し続ける」等の心理的なＤＶを受けた人の割合が多いにもかかわら

ず，それらがＤＶであると思う人の割合は５０～７０％程度にとどまっており，身体的

暴力をＤＶだと思う人の割合９０％に比べて低いという実態がわかりました。

また，近年はＳＮＳ等の普及により，これらを利用した女性への暴力や犯罪の多様化，

若年被害者の増加が懸念されます。

これらを踏まえ，被害者の支援の充実はもとより，暴力を生まない社会を醸成するた

めに，よりいっそうの取り組みが必要です。

柏市ＤＶ対策基本計画
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問 あなたはこれまで配偶者（事実婚や離別・死別を含む）や恋人などのパートナー

に，次のような行為をされた，または，したことがありますか

「柏市男女共同参画に関する市民意識調査」平成２６年度
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施策１ 被害者の支援

①相談体制の充実

女性に対するあらゆる暴力を排除するため，暴力の被害を受けた女性が安心して相

談できる窓口の充実を図るとともに，関係機関との連携を強化します。

また，男性の相談窓口についての情報発信を行います。

番号 具体的な施策 担当課

９２ 相談窓口の充実

母子・父子自立支援相談，法律相談，人権相談の継続

と女性のこころと生き方相談の拡充の検討

男女共同参画室

こども福祉課

秘書広報課

９３ 相談員の知識・対応技術の向上 関係部署

９４ 関係課・関係機関との連携強化

警察，病院，配偶者暴力相談支援センター

地域生活支援センター，ＮＰＯ等

関係部署

９５ ＤＶ対策ネットワークの充実 男女共同参画室

関係部署

９６ ＤＶ加害者の相談に関する情報収集 男女共同参画室

９７ 広報等による情報提供 関係部署

②被害者とその子どもへの支援

被害を受けた女性の緊急一時保護や自立へ向けて，関係機関との連携のもとに支援

を行います。

番号 具体的な施策 担当課

９８ 緊急避難支援事業の充実 こども福祉課

男女共同参画室

福祉活動推進課

関係部署

９９ 施設等との連携 こども福祉課

男女共同参画室

生活支援課

１００ 被害者の自立支援

就業相談等

被害者の子どもの支援

生活支援課

こども福祉課

１０１ 支援措置等個人情報の保護 男女共同参画室

関係部署
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施策２ 被害者・加害者を生まない教育

①女性への暴力防止に関する広報，啓発

女性に対するあらゆる暴力を許さない社会づくりのため，暴力の実態を把握すると

ともに，広報，意識啓発に努めます。

番号 具体的な施策 担当課

１０２ シンポジウム，情報紙等による啓発 男女共同参画室

１０３ 女性への暴力をなくす運動期間における啓発活動の継続 男女共同参画室

１０４ 暴力に関する意識調査 男女共同参画室

②被害者支援のための情報収集・研究

国，県，他市，関係機関における取り組みや課題などの情報を収集し，被害者支援

や予防啓発に努めます。

番号 具体的な施策 担当課

１０５ 千葉県ＤＶ担当者会議等への参加

ＤＶ関係機関対応マニュアルの庁内共用

男女共同参画室

こども福祉課

１０６ 若年層への予防啓発，相談窓口の周知

市内中学校でのデートＤＶ防止教育等の実施

男女共同参画室

学校保健課

１０７ 配偶者暴力相談支援センターに関する調査・研究 男女共同参画室

こども福祉課
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推進体制

計画の実効性を担保するためには，推進体制の確立と進捗状況の公表 が

欠かせません。また，男女共同参画の考え方を広めていくには，市職員の啓

発を行い，意識を持った職員が各自の仕事に携わっていく必要があります。

計画の進捗を担保するために，市をあげて推進体制を強化していきます。

○男女共同参画センター企画の講座に積極的に参加しましょう。

市民に取り組んでほしいこと

○男女共同参画センター企画の講座に積極的に参加しましょう。

事業所に取り組んでほしいこと

○市職員の啓発に努めます。

○計画の進捗について，迅速にわかりやすく公表していきます。

○男女共同参画センターの周知に努めます。

○男女共同参画センターを中心とした啓発に努めます。

市の取組

指 標

男 女 共 同 参 画

推 進 庁 内 連 絡

会議研修会の数
１回／年 ２回／年

男 女 共 同 参 画

センター企 画 の

講座の受講者
― ７００人／年

男 女 共 同 参 画

センターの認 知

度
― ３０％

平成 27 年４月 平成 32 年４月



55

指標の説明

本市の男女共同参画の推進組織である男女共同参画推進庁内連絡会議

（計画の関係部長で組織。議長は副市長）と幹事会（計画の関係課長で

組織）に対する研修会を行っています。幹部職員に対する啓発を行うこと

で，男 女 共 同 参 画 の視 点 を持 った職 員 がそれぞれの分 野 で事 業 を展 開 し

ていくことができます。

平 成 ２８年 ５月 に柏 駅 東 口 に開 設 する男 女 共 同 参 画 センターで啓 発 事

業の企画を行っていきます。センターではさまざまな事業を展開していきま

す。シンポジウムでは約 ３００人 ，その他 の講 座 では約 ２０人 ／回 の受 講

者を見込んでいます。

５年 に一 度 行 っている「男 女 共 同 参 画 に関 する市 民 意 識 調 査 」では，

市 が行 っているさまざまな取 り組 みについてその認 知 度 を測 っています。

平成２６年度に行った調査では，男女共同参画の情報紙「フリートーク」

は８．４％，男 女 共 同 参 画 推 進 計 画 は６．９％でした。本 市 の男 女 共 同

参画 の推進 拠点として，今後，市民の皆 さんに知っていただけるよう，施

設の周知に取り組んでいきます。

男 女 共 同 参 画 推 進 庁 内 連 絡 会 議 研 修 会 の回 数

男女共同参画センター企画の講座の受講者数

男女共同参画センターの認知度
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◎男女共同参画推進体制の充実

（１）計画の推進体制の強化

（２）男女共同参画センターの運営

（３）計画の効果的な進行管理

【現状と課題】

男女共同参画の推進計画については，先の計画（平成１３年度～平成２７年度）か

ら，進捗状況を男女共同参画のホームぺージ「参画 eye」に掲載しています。計画の実

効性を担保するには推進体制を強化していかなくてはなりません。また，男女共同参画

に関する市民意識調査（平成２６年度）では，「柏市で男女平等を推進するために行

っているさまざまな取り組みのうち知っているものはどれですか」との質問に対して，

「男女共同参画推進計画」を知っていると答えた人は６．９％に過ぎませんでした。計

画の周知も大きな課題のひとつです。

平成２８年５月からは，柏駅東口に男女共同参画センターを開設します。男女共同

参画を推進していくための拠点として，市民の声を反映させながら充実させていく必要

があります。

柏市で男女平等を推進するために行っているさまざまな取り組みのうち，知っているものはどれですか。

「柏市男女共同参画に関する市民意識調査」平成２６年度
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①計画の推進体制の強化

本計画を推進するために，庁内の以下の組織を横断的，積極的に活用します。

番号 具体的な施策 担当課

１０８ 男女共同参画推進庁内連絡会議・幹事会の整備・活用 男女共同参画室

１０９ 男女共同参画推進審議会の充実

各分野および公募委員などからなる男女共同参画推進

審議会を充実し，さまざまな視点を反映させながら，本計

画の推進を図ります。

男女共同参画室

１１０ 男女共同参画担当部署の庁内組織強化

本計画が全庁的に推進できるよう，担当部署を充実・強

化します。

男女共同参画室

関係部署

②男女共同参画センターの運営

男女共同参画の拠点として設置する男女共同参画センターの運営等について検討し

ていきます。

番号 具体的な施策 担当課

１１１ 男女共同参画センターのあり方の検討 男女共同参画室

③計画の効果的な進行管理

本計画を推進するに当たり，効果的な進行管理の方法について検討します。

番号 具体的な施策 担当課

１１２ 苦情処理機関の設置に関する調査・研究 男女共同参画室

１１３ 推進状況の把握および年次報告の公表 男女共同参画室

１１４ 評価方法の検討・整備 男女共同参画室
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◎庁内の男女共同参画の推進

（４）男女共同参画推進庁内連絡会議の充実

（５）市職員の意識の向上

【現状と課題】

男女共同参画は，少子高齢化，男女の働き方，男女の人権，性差に配慮した健康，

家事・育児・介護など，幅広い分野と密接に関係しています。したがって，男女共同

参画を広めるためには，職員の意識啓発を行い，さまざまな分野で男女共同参画の意

識を持った職員が事業に取り組んでいく必要があります。

職員の意識調査（平成２７年度）では「男女共同参画推進についてどう思いますか」

との質問に対し，「誰もが生きやすい社会をつくるために必要」「男女共に取り組む問

題」が多数を占めています。一方で，「少子化が進む」とする回答も１割ありました。

庁内を挙げて男女共同参画を推進していくためには，横断的な取り組みをしていく必

要があります。関係部署の部課長から構成される男女共同参画推進庁内連絡会議・幹

事会等への啓発や会議を通して，庁内の男女共同参画を推進していきます。

男女共同参画推進についてどう思いますか。（３つまで）

「男女共同参画に関する職員意識調査」平成２６年度
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①男女共同参画推進庁内連絡会議の充実

関係部課長から構成される男女共同参画推進庁内連絡会議・幹事会への研修や会議

を通じて，全庁的に男女共同参画を進めていきます。

番号 具体的な施策 担当課

１１５ 男女共同参画推進庁内連絡会議の充実 男女共同参画室

②市職員の意識の向上

あらゆる施策や事業を男女平等の視点に立って推進していくために，職員研修を充

実します。

番号 具体的な施策 担当課

１１６ 男女共同参画に関する職員研修の充実 人事課

③性別にとらわれない職員の採用・配置

性別にとらわれない職員の登用や，女性職員が能力を発揮でき，必要な職務経験を

積むことができる機会の確保等に努めます。

番号 具体的な施策 担当課

１１７ 性別にとらわれない職員の採用 人事課

１１８ 女性職員の積極的な職務配置 人事課

④関係機関との連携

この計画を推進していく上で，関係機関との情報交換，連携を行います。

さらに，法律や制度の見直しなど，市だけでは解決できない問題について，国・県へ

働きかけます。

番号 具体的な施策 担当課

１１９ 国・県・近隣市町村・近隣の大学・市民・市民団体・Ｎ

ＰＯ・企業等との連携

男女共同参画室

⑤男女共同参画条例に関する情報収集

男女共同参画条例に関する情報を収集し，さらに検討します。

番号 具体的な施策 担当課

１２０ 男女共同参画条例に関する調査・研究 男女共同参画室





資 料

１ 年表

２ 関係法令

(1) 女子に対するあらゆる携帯の差別の撤廃に関する条約

(2) 男女共同参画社会基本法

(3) 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律

(4) 女性の職業生活における活躍の推進に関する法律

３ 柏市男女共同参画審議会

(1) 審議の経過

(2) 委員名簿
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年表
世 界 日 本 千 葉 県 柏 市

１９７５年

（昭５０）

国際婦人年

６月 「国際婦人年世界会

議」メキシコシティ

ーで開催

世界行動計画採択

９月 総理府に「婦人問題

企画推進本部」設置

「婦人問題企画推進

会議」設置

１９７６年

（昭５１）

「国連婦人の１０年」始まる

（～１９８５年）

１９７７年

（昭５２）

１月 「国内行動計画」策

定

１０月 「国内行動計画前期

重点目標」発表

１０月 「千葉県婦人問題行

政連絡協議会」設置

１９７８年

（昭５３）

４月 「青少年課」を「青

少年婦人課」に改組

し婦人班を設置

１９７９年

（昭５４）

１２月 第３４回国連総会

「女子差別撤廃条約」

採択

１９８０年

（昭５５）

７月 「国連婦人の１０年

中間世界会議」コペ

ンハーゲンで開催

７月 「女子差別撤廃条

約」署名

婦人広報誌「ちばの婦人」

創刊

１９８１年

（昭５６）

９月 「女子差別撤廃条

約」発効

５月 「国内行動計画後期

重点目標」発表

１１月 「千葉県婦人施策推

進総合計画」策定

１９８４年

（昭５９）

５月 「国籍法及び戸籍法

の一部を改正する法

律」公布

１９８５年

（昭６０）

７月 「国連婦人の１０年

最終年世界会議」ナ

イロビで開催

（「ナイロビ将来戦

１月 「国籍法及び戸籍法

の一部を改正する法

律」施行

６月 「男女雇用機会均等

８月 「千葉県婦人問題懇

話会」設置

略」採択） 法」公布

６月 「女子差別撤廃条

約」批准

７月 同条約発効

１９８６年

（昭６１）

４月 「男女雇用機会均等

法」施行

３月 「千葉県婦人計画」

策定

４月 「福祉部厚生課」に

「婦人担当」設置

７月 「柏市婦人問題推進

庁内連絡会議」設置

１９８７年

（昭６２）

５月 「新国内行動計画」

策定

７月 「婦人問題に関する

市民意識調査」実

施

１９８８年

（昭６３）

１１月 「柏市婦人問題推進

会議」設置

１９８９年

（平 元）

３月 学習指導要領の改訂

（高等学校の家庭科

の男女必修等）

１９９０年

（平 ２）

５月 国連婦人の地位委

員会「ナイロビ将

来戦略」勧告案採

択

４月 「青少年婦人課」に

「婦人政策室」設置

３月 「男女の共同参加を

めざす柏プラン－柏

市婦人行動計画－」

及び「男女の共同参

加をめざす柏プラン

実施計画」を策定

１９９１年

（平 ３）

５月 「新国内行動計画」

第１次改定

５月 「育児休業法」成立

３月 「さわやかちば女性

プラン」策定

９月 「婦人問題に関する

市民意識調査」実施

１９９２年

（平 ４）

４月 「育児休業法」施行 ４月 「青少年婦人課婦人

政策室」を「青少年

女性課女性政策室」

と変更
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（ 年 世 界 日 本 千 葉 県 柏 市

１９９３年

（平 ５）

１２月 国連「女性に対する

暴力の撤廃に関する

宣言」採択

３月 千葉県女性白書「ち

ば女性のすがた」発

刊

１９９４年

（平 ６）

９月 「国際人口開発会議

」カイロで開催

６月 総理府に「男女共同

参画室」設置

７月 「男女共同参画推進

本部」設置

６月 情報紙「フリートー

ク」創刊

１９９５年

（平 ７）

９月 「第４回世界女性会

議」北京で開催

（「北京宣言及び行

動綱領」採択）

１０月 改正「育児休業法」

（介護休業制度の法

制化）施行

９月 「女性問題に関する

市民意識調査」実施

３月 「男女の共同参画を

めざす柏プラン－柏

市女性行動計画（改

定版）－」及び「男

女の共同参加をめざ

す柏プラン 第２次

実施計画」を策定

１９９６年

（平 ８）

１２月 「男女共同参画

２０００年プラン」

策定

３月 「ちば新時代女性プ

ラン」策定

１９９７年

（平 ９）

４月 「男女共同参画審議

会設置法」施行

１９９８年

（平１０）

４月 「市民部女性担当室」

から「市民生活部男

女共同参画室」に改

組

３月 男女の共同参加をめ

ざす柏プラン 第 3次
実施計画」を策定

１９９９年

（平１１）

６月 「男女共同参画社会

基本法」施行

７月 「食料・農業・農村

基本法」施行

２０００年

（平１２）

６月 「女性２０００年会

議」ニューヨークで

開催

１１月 「ストーカー行為等

の規制等に関する法

律」施行

１２月 「男女共同参画基本

計画」策定

４月 「青少年女性課女性

政策室」から「男女

共同参画課」に改組

２００１年

（平１３）

１月 「総理府男女共同参

画室」から「内閣府

男女共同参画局」に

改組

１０月 「配偶者からの暴

力の防止及び被害

者の保護に関する

法律」施行

３月 「千葉県男女共同参

画計画」策定

１０月 「柏市男女共同参画

推進計画」策定

２００２年

（平１４）

４月 「女性サポートセン

ター」設置

４月 「女性のこころと生

き方相談」開設

１２月 「柏市インターネッ

ト男女共同参画推進

センター」開設

２００３年

（平１５）

４月 「女性のチャレンジ

支援策」を発表

７月 「次世代育成支援対

策推進法」施行

２００４年

（平１６）

１２月 改正「配偶者から

の暴力の防止及び

被害者の保護に関

する法律」施行

１２月 「人身取引対策行動

計画」策定

９月 「県民意識調査」実

施
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（ 年 世 界 日 本 千 葉 県 柏 市

２００５年

（平１７）

２月 「第４９回国連婦人

の地位委員会（通称

「北京＋１０」)ニュー
ヨークで開催

４月 改正「次世代育成支

援対策推進法」施行

４月 改正「育児・介護休

業法」施行

７月 「防災基本計画」修

正

１２月 「男女共同参画基本

計画（第２次）」閣

議決定

「女性の再チャレン

ジ支援プラン」策定

７月 「男女共同参画に関

する市民意識調査」

実施

２００６年

（平１８）

１２月 「女性の再チャレン

ジ支援プラン」改定

３月 「千葉県ＤＶ防止・

被害者支援基本計画

」策定

８月 ちば県民共生センタ

ー・同東葛飾センタ

ー開設

１２月 「千葉県男女共同参

画基本計画（第２次

）」策定

３月 「柏市男女共同参画

推進計画(改定)」策定

１０月 情報紙「フリートー

ク」タブロイド版新

創刊

２００７年

（平１９）

４月 改正「男女雇用機会

均等法」施行

１２月 「仕事と生活の調和

和 （ﾜｰｸ･ﾗｲﾌ･ﾊﾞﾗﾝｽ）憲

章」及び「仕事と生

活の調和推進のため

の行動指針」策定

２月 「千葉県男女共同参

画推進連携会議」発

足

１月 第１回「働く男女（

ひと）と家庭に優し

い企業」表彰実施

２００８年

（平２０）

１月 「配偶者からの暴

力の防止及び被害

者の保護に関する

法律」改正

４月 「女性の参画加速プ

ログラム」男女共同

参画推進本部決定

女子差別撤廃条約実

施状況第６回報告提

出

６月 第１回男女共同参画

週間企画展示

２００９年

（平２１）

4月 改正「次世代育成支

援対策推進法」施

行

３月 「千葉県DV防止・

被害者支援基本計

画（第２次）」策

定

１２月 「県民意識調査」

実施

４月 「女性のこころと生

き方相談」相談日

（第１,３月曜日）増

設

９月 「男女共同参画に関

する市民意識調査」

実施

２０１０年

（平２２）

３月 「第５４回国連婦人

の地位委員会（通

称「北京＋１５」)

ニューヨークで開

催

6月 改正「育児・介護休

業法」施行

「仕事と生活の調和

（ﾜｰｸ･ﾗｲﾌ･ﾊﾞﾗﾝｽ）

憲章」及び「仕事

と生活の調和推進

の た め の 行 動 指

針」改定

１２月 「男女共同参画基

本 計 画 （ 第 ３

次）」閣議決定

２０１１年

（平２３）

１月 「ジェンダー平等

と女性のエンパワ

ーメントのための

国連機関（略称：

Ｕ Ｎ Ｗ ｏ ｍ ｅ

ｎ）」正式発足

３月 「千葉県男女共同

画基本計画 (第３

次)」策定

３月 「柏市男女共同参画

推進計画(改定)」策

定
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２０１２年

（平２４）

６月 「女性の活躍促進

に よ る 経 済 活 性

化」行動計画

３月 「千葉県DV防止・
被害者支援基本計

画（第３次）」策

定

９月 「男女共同参画に関

する市民意識調査」

実施（２０代）

２０１３年

（平２５）

６月 「配偶者からの暴

力の防止及び被害

者の保護に関する

法律」改正

１０月 「ストーカー行為等

の規制等に関する法

律」施行

２０１４年

（平２６）

１０月 「県民意識調査」

実施

９月 「男女共同参画に関

する市民意識調査」

実施

２０１５年

（平２７）

３月 「第５９回国連婦

人 の 地 位 委 員 会

（通称「北京＋２

０」)ニューヨーク
で開催

４月 ＵＮ Ｗｏｍｅｎ

日本事務所開設

９月 「女性の職業生活

における活躍の推

進に関する法律」

施行

１２月 「男女共同参画基

本 計 画 （ 第 ４

次）」閣議決定

８月 「DVに対する県民
意識調査」実施
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○女子に対するあらゆる形態の差別

の撤廃に関する条約
(昭和六十年七月一日)

(条約第七号)

女子に対するあらゆる形態の差別の撤廃に

関する条約をここに公布する。

女子に対するあらゆる形態の差別の撤

廃に関する条約

この条約の締約国は、

国際連合憲章が基本的人権、人間の尊厳及

び価値並びに男女の権利の平等に関する信念

を改めて確認していることに留意し、

世界人権宣言が、差別は容認することがで

きないものであるとの原則を確認しているこ

と、並びにすべての人間は生まれながらにし

て自由であり、かつ、尊厳及び権利について

平等であること並びにすべての人は性による

差別その他のいかなる差別もなしに同宣言に

掲げるすべての権利及び自由を享有すること

ができることを宣明していることに留意し、

人権に関する国際規約の締約国がすべての

経済的、社会的、文化的、市民的及び政治的

権利の享有について男女に平等の権利を確保

する義務を負つていることに留意し、

国際連合及び専門機関の主催の下に各国が

締結した男女の権利の平等を促進するための

国際条約を考慮し、

更に、国際連合及び専門機関が採択した男

女の権利の平等を促進するための決議、宣言

及び勧告に留意し、

しかしながら、これらの種々の文書にもか

かわらず女子に対する差別が依然として広範

に存在していることを憂慮し、

女子に対する差別は、権利の平等の原則及

び人間の尊厳の尊重の原則に反するものであ

り、女子が男子と平等の条件で自国の政治的、

社会的、経済的及び文化的活動に参加する上

で障害となるものであり、社会及び家族の繁

栄の増進を阻害するものであり、また、女子

の潜在能力を自国及び人類に役立てるために

完全に開発することを一層困難にするもので

あることを想起し、

窮乏の状況においては、女子が食糧、健康、

教育、雇用のための訓練及び機会並びに他の

必要とするものを享受する機会が最も少ない

ことを憂慮し、

衡平及び正義に基づく新たな国際経済秩序

の確立が男女の平等の促進に大きく貢献する

ことを確信し、

アパルトヘイト、あらゆる形態の人種主義、

人種差別、植民地主義、新植民地主義、侵略、

外国による占領及び支配並びに内政干渉の根

絶が男女の権利の完全な享有に不可欠である

ことを強調し、

国際の平和及び安全を強化し、国際緊張を

緩和し、すべての国(社会体制及び経済体制

のいかんを問わない。)の間で相互に協力し、

全面的かつ完全な軍備縮小を達成し、特に厳

重かつ効果的な国際管理の下での核軍備の縮

小を達成し、諸国間の関係における正義、平

等及び互恵の原則を確認し、外国の支配の下、

植民地支配の下又は外国の占領の下にある人

民の自決の権利及び人民の独立の権利を実現

し並びに国の主権及び領土保全を尊重するこ

とが、社会の進歩及び発展を促進し、ひいて

は、男女の完全な平等の達成に貢献すること

を確認し、

国の完全な発展、世界の福祉及び理想とす

る平和は、あらゆる分野において女子が男子

と平等の条件で最大限に参加することを必要

としていることを確信し、

家族の福祉及び社会の発展に対する従来完

全には認められていなかつた女子の大きな貢

献、母性の社会的重要性並びに家庭及び子の

養育における両親の役割に留意し、また、出

産における女子の役割が差別の根拠となるべ

きではなく、子の養育には男女及び社会全体

が共に責任を負うことが必要であることを認

識し、

社会及び家庭における男子の伝統的役割を

女子の役割とともに変更することが男女の完

全な平等の達成に必要であることを認識し、

女子に対する差別の撤廃に関する宣言に掲

げられている諸原則を実施すること及びこの

ために女子に対するあらゆる形態の差別を撤

廃するための必要な措置をとることを決意し

て、

次のとおり協定した。

第一部

第一条

この条約の適用上、「女子に対する差別」

とは、性に基づく区別、排除又は制限であつ

て、政治的、経済的、社会的、文化的、市民

的その他のいかなる分野においても、女子

(婚姻をしているかいないかを問わない。)が

男女の平等を基礎として人権及び基本的自由

を認識し、享有し又は行使することを害し又
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は無効にする効果又は目的を有するものをい

う。

第二条

締約国は、女子に対するあらゆる形態の差

別を非難し、女子に対する差別を撤廃する政

策をすべての適当な手段により、かつ、遅滞

なく追求することに合意し、及びこのため次

のことを約束する。

(ａ) 男女の平等の原則が自国の憲法その

他の適当な法令に組み入れられていない

場合にはこれを定め、かつ、男女の平等

の原則の実際的な実現を法律その他の適

当な手段により確保すること。

(ｂ) 女子に対するすべての差別を禁止す

る適当な立法その他の措置(適当な場合

には制裁を含む。)をとること。

(ｃ) 女子の権利の法的な保護を男子との

平等を基礎として確立し、かつ、権限の

ある自国の裁判所その他の公の機関を通

じて差別となるいかなる行為からも女子

を効果的に保護することを確保すること。

(ｄ) 女子に対する差別となるいかなる行

為又は慣行も差し控え、かつ、公の当局

及び機関がこの義務に従つて行動するこ

とを確保すること。

(ｅ) 個人、団体又は企業による女子に対

する差別を撤廃するためのすべての適当

な措置をとること。

(ｆ) 女子に対する差別となる既存の法律、

規則、慣習及び慣行を修正し又は廃止す

るためのすべての適当な措置(立法を含

む。)をとること。

(ｇ) 女子に対する差別となる自国のすべ

ての刑罰規定を廃止すること。

第三条

締約国は、あらゆる分野、特に、政治的、

社会的、経済的及び文化的分野において、女

子に対して男子との平等を基礎として人権及

び基本的自由を行使し及び享有することを保

障することを目的として、女子の完全な能力

開発及び向上を確保するためのすべての適当

な措置(立法を含む。)をとる。

第四条

１ 締約国が男女の事実上の平等を促進する

ことを目的とする暫定的な特別措置をとる

ことは、この条約に定義する差別と解して

はならない。ただし、その結果としていか

なる意味においても不平等な又は別個の基

準を維持し続けることとなつてはならず、

これらの措置は、機会及び待遇の平等の目

的が達成された時に廃止されなければなら

ない。

２ 締約国が母性を保護することを目的とす

る特別措置(この条約に規定する措置を含

む。)をとることは、差別と解してはなら

ない。

第五条

締約国は、次の目的のためのすべての適当

な措置をとる。

(ａ) 両性いずれかの劣等性若しくは優越

性の観念又は男女の定型化された役割に

基づく偏見及び慣習その他あらゆる慣行

の撤廃を実現するため、男女の社会的及

び文化的な行動様式を修正すること。

(ｂ) 家庭についての教育に、社会的機能

としての母性についての適正な理解並び

に子の養育及び発育における男女の共同

責任についての認識を含めることを確保

すること。あらゆる場合において、子の

利益は最初に考慮するものとする。

第六条

締約国は、あらゆる形態の女子の売買及び

女子の売春からの搾取を禁止するためのすべ

ての適当な措置(立法を含む。)をとる。

第二部

第七条

締約国は、自国の政治的及び公的活動にお

ける女子に対する差別を撤廃するためのすべ

ての適当な措置をとるものとし、特に、女子

に対して男子と平等の条件で次の権利を確保

する。

(ａ) あらゆる選挙及び国民投票において

投票する権利並びにすべての公選による

機関に選挙される資格を有する権利

(ｂ) 政府の政策の策定及び実施に参加す

る権利並びに政府のすべての段階におい

て公職に就き及びすべての公務を遂行す

る権利

(ｃ) 自国の公的又は政治的活動に関係の

ある非政府機関及び非政府団体に参加す

る権利

第八条

締約国は、国際的に自国政府を代表し及び

国際機関の活動に参加する機会を、女子に対

して男子と平等の条件でかついかなる差別も

なく確保するためのすべての適当な措置をと

る。

第九条
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１ 締約国は、国籍の取得、変更及び保持に

関し、女子に対して男子と平等の権利を与

える。締約国は、特に、外国人との婚姻又

は婚姻中の夫の国籍の変更が、自動的に妻

の国籍を変更し、妻を無国籍にし又は夫の

国籍を妻に強制することとならないことを

確保する。

２ 締約国は、子の国籍に関し、女子に対し

て男子と平等の権利を与える。

第三部

第十条

締約国は、教育の分野において、女子に対

して男子と平等の権利を確保することを目的

として、特に、男女の平等を基礎として次の

ことを確保することを目的として、女子に対

する差別を撤廃するためのすべての適当な措

置をとる。

(ａ) 農村及び都市のあらゆる種類の教育

施設における職業指導、修学の機会及び

資格証書の取得のための同一の条件。こ

のような平等は、就学前教育、普通教育、

技術教育、専門教育及び高等技術教育並

びにあらゆる種類の職業訓練において確

保されなければならない。

(ｂ) 同一の教育課程、同一の試験、同一

の水準の資格を有する教育職員並びに同

一の質の学校施設及び設備を享受する機

会

(ｃ) すべての段階及びあらゆる形態の教

育における男女の役割についての定型化

された概念の撤廃を、この目的の達成を

助長する男女共学その他の種類の教育を

奨励することにより、また、特に、教材

用図書及び指導計画を改訂すること並び

に指導方法を調整することにより行うこ

と。

(ｄ) 奨学金その他の修学援助を享受する

同一の機会

(ｅ) 継続教育計画(成人向けの及び実用

的な識字計画を含む。)、特に、男女間

に存在する教育上の格差をできる限り早

期に減少させることを目的とした継続教

育計画を利用する同一の機会

(ｆ) 女子の中途退学率を減少させること

及び早期に退学した女子のための計画を

策定すること。

(ｇ) スポーツ及び体育に積極的に参加す

る同一の機会

(ｈ) 家族の健康及び福祉の確保に役立つ

特定の教育的情報(家族計画に関する情

報及び助言を含む。)を享受する機会

第十一条

１ 締約国は、男女の平等を基礎として同一

の権利、特に次の権利を確保することを目

的として、雇用の分野における女子に対す

る差別を撤廃するためのすべての適当な措

置をとる。

(ａ) すべての人間の奪い得ない権利とし

ての労働の権利

(ｂ) 同一の雇用機会(雇用に関する同一

の選考基準の適用を含む。)についての

権利

(ｃ) 職業を自由に選択する権利、昇進、

雇用の保障並びに労働に係るすべての給

付及び条件についての権利並びに職業訓

練及び再訓練(見習、上級職業訓練及び

継続的訓練を含む。)を受ける権利

(ｄ) 同一価値の労働についての同一報酬

(手当を含む。)及び同一待遇についての

権利並びに労働の質の評価に関する取扱

いの平等についての権利

(ｅ) 社会保障(特に、退職、失業、傷病、

障害、老齢その他の労働不能の場合にお

ける社会保障)についての権利及び有給

休暇についての権利

(ｆ) 作業条件に係る健康の保護及び安全

(生殖機能の保護を含む。)についての権

利

２ 締約国は、婚姻又は母性を理由とする女

子に対する差別を防止し、かつ、女子に対

して実効的な労働の権利を確保するため、

次のことを目的とする適当な措置をとる。

(ａ) 妊娠又は母性休暇を理由とする解雇

及び婚姻をしているかいないかに基づく

差別的解雇を制裁を課して禁止すること。

(ｂ) 給料又はこれに準ずる社会的給付を

伴い、かつ、従前の雇用関係、先任及び

社会保障上の利益の喪失を伴わない母性

休暇を導入すること。

(ｃ) 親が家庭責任と職業上の責務及び社

会的活動への参加とを両立させることを

可能とするために必要な補助的な社会的

サービスの提供を、特に保育施設網の設

置及び充実を促進することにより奨励す

ること。

(ｄ) 妊娠中の女子に有害であることが証

明されている種類の作業においては、当

該女子に対して特別の保護を与えること。
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３ この条に規定する事項に関する保護法令

は、科学上及び技術上の知識に基づき定期

的に検討するものとし、必要に応じて、修

正し、廃止し、又はその適用を拡大する。

第十二条

１ 締約国は、男女の平等を基礎として保健

サービス(家族計画に関連するものを含

む。)を享受する機会を確保することを目

的として、保健の分野における女子に対す

る差別を撤廃するためのすべての適当な措

置をとる。

２ 1 の規定にかかわらず、締約国は、女子

に対し、妊娠、分べん及び産後の期間中の

適当なサービス(必要な場合には無料にす

る。)並びに妊娠及び授乳の期間中の適当

な栄養を確保する。

第十三条

締約国は、男女の平等を基礎として同一の

権利、特に次の権利を確保することを目的と

して、他の経済的及び社会的活動の分野にお

ける女子に対する差別を撤廃するためのすべ

ての適当な措置をとる。

(ａ) 家族給付についての権利

(ｂ) 銀行貸付け、抵当その他の形態の金

融上の信用についての権利

(ｃ) レクリエーション、スポーツ及びあ

らゆる側面における文化的活動に参加す

る権利

第十四条

１ 締約国は、農村の女子が直面する特別の

問題及び家族の経済的生存のために果たし

ている重要な役割(貨幣化されていない経

済の部門における労働を含む。)を考慮に

入れるものとし、農村の女子に対するこの

条約の適用を確保するためのすべての適当

な措置をとる。

２ 締約国は、男女の平等を基礎として農村

の女子が農村の開発に参加すること及びそ

の開発から生ずる利益を受けることを確保

することを目的として、農村の女子に対す

る差別を撤廃するためのすべての適当な措

置をとるものとし、特に、これらの女子に

対して次の権利を確保する。

(ａ) すべての段階における開発計画の作

成及び実施に参加する権利

(ｂ) 適当な保健サービス(家族計画に関

する情報、カウンセリング及びサービス

を含む。)を享受する権利

(ｃ) 社会保障制度から直接に利益を享受

する権利

(ｄ) 技術的な能力を高めるために、あら

ゆる種類(正規であるかないかを問わな

い。)の訓練及び教育(実用的な識字に関

するものを含む。)並びに、特に、すべ

ての地域サービス及び普及サービスから

の利益を享受する権利

(ｅ) 経済分野における平等な機会を雇用

又は自営を通じて得るために、自助的集

団及び協同組合を組織する権利

(ｆ) あらゆる地域活動に参加する権利

(ｇ) 農業信用及び貸付け、流通機構並び

に適当な技術を利用する権利並びに土地

及び農地の改革並びに入植計画において

平等な待遇を享受する権利

(ｈ) 適当な生活条件(特に、住居、衛生、

電力及び水の供給、運輸並びに通信に関

する条件)を享受する権利

第四部

第十五条

１ 締約国は、女子に対し、法律の前の男子

との平等を認める。

２ 締約国は、女子に対し、民事に関して男

子と同一の法的能力を与えるものとし、ま

た、この能力を行使する同一の機会を与え

る。特に、締約国は、契約を締結し及び財

産を管理することにつき女子に対して男子

と平等の権利を与えるものとし、裁判所に

おける手続のすべての段階において女子を

男子と平等に取り扱う。

３ 締約国は、女子の法的能力を制限するよ

うな法的効果を有するすべての契約及び他

のすべての私的文書(種類のいかんを問わ

ない。)を無効とすることに同意する。

４ 締約国は、個人の移動並びに居所及び住

所の選択の自由に関する法律において男女

に同一の権利を与える。

第十六条

１ 締約国は、婚姻及び家族関係に係るすべ

ての事項について女子に対する差別を撤廃

するためのすべての適当な措置をとるもの

とし、特に、男女の平等を基礎として次の

ことを確保する。

(ａ) 婚姻をする同一の権利

(ｂ) 自由に配偶者を選択し及び自由かつ

完全な合意のみにより婚姻をする同一の

権利

(ｃ) 婚姻中及び婚姻の解消の際の同一の

権利及び責任
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(ｄ) 子に関する事項についての親(婚姻

をしているかいないかを問わない。)と

しての同一の権利及び責任。あらゆる場

合において、子の利益は至上である。

(ｅ) 子の数及び出産の間隔を自由にかつ

責任をもつて決定する同一の権利並びに

これらの権利の行使を可能にする情報、

教育及び手段を享受する同一の権利

(ｆ) 子の後見及び養子縁組又は国内法令

にこれらに類する制度が存在する場合に

はその制度に係る同一の権利及び責任。

あらゆる場合において、子の利益は至上

である。

(ｇ) 夫及び妻の同一の個人的権利(姓及

び職業を選択する権利を含む。)

(ｈ) 無償であるか有償であるかを問わず、

財産を所有し、取得し、運用し、管理し、

利用し及び処分することに関する配偶者

双方の同一の権利

２ 児童の婚約及び婚姻は、法的効果を有し

ないものとし、また、婚姻最低年齢を定め

及び公の登録所への婚姻の登録を義務付け

るためのすべての必要な措置(立法を含

む。)がとられなければならない。

第五部

第十七条

１ この条約の実施に関する進捗ちよく状況

を検討するために、女子に対する差別の撤

廃に関する委員会(以下「委員会」とい

う。)を設置する。委員会は、この条約の

効力発生の時は十八人の、三十五番目の締

約国による批准又は加入の後は二十三人の

徳望が高く、かつ、この条約が対象とする

分野において十分な能力を有する専門家で

構成する。委員は、締約国の国民の中から

締約国により選出されるものとし、個人の

資格で職務を遂行する。その選出に当たつ

ては、委員の配分が地理的に衡平に行われ

ること並びに異なる文明形態及び主要な法

体系が代表されることを考慮に入れる。

２ 委員会の委員は、締約国により指名され

た者の名簿の中から秘密投票により選出さ

れる。各締約国は、自国民の中から一人を

指名することができる。

３ 委員会の委員の最初の選挙は、この条約

の効力発生の日の後六箇月を経過した時に

行う。国際連合事務総長は、委員会の委員

の選挙の日の遅くとも三箇月前までに、締

約国に対し、自国が指名する者の氏名を二

箇月以内に提出するよう書簡で要請する。

同事務総長は、指名された者のアルファベ

ット順による名簿(これらの者を指名した

締約国名を表示した名簿とする。)を作成

し、締約国に送付する。

４ 委員会の委員の選挙は、国際連合事務総

長により国際連合本部に招集される締約国

の会合において行う。この会合は、締約国

の三分の二をもつて定足数とする。この会

合においては、出席しかつ投票する締約国

の代表によつて投じられた票の最多数で、

かつ、過半数の票を得た指名された者をも

つて委員会に選出された委員とする。

５ 委員会の委員は、四年の任期で選出され

る。ただし、最初の選挙において選出され

た委員のうち九人の委員の任期は、二年で

終了するものとし、これらの九人の委員は、

最初の選挙の後直ちに、委員会の委員長に

よりくじ引で選ばれる。

６ 委員会の五人の追加的な委員の選挙は、

三十五番目の批准又は加入の後、2 から 4

までの規定に従つて行う。この時に選出さ

れた追加的な委員のうち二人の委員の任期

は、二年で終了するものとし、これらの二

人の委員は、委員会の委員長によりくじ引

で選ばれる。

７ 締約国は、自国の専門家が委員会の委員

としての職務を遂行することができなくな

つた場合には、その空席を補充するため、

委員会の承認を条件として自国民の中から

他の専門家を任命する。

８ 委員会の委員は、国際連合総会が委員会

の任務の重要性を考慮して決定する条件に

従い、同総会の承認を得て、国際連合の財

源から報酬を受ける。

９ 国際連合事務総長は、委員会がこの条約

に定める任務を効果的に遂行するために必

要な職員及び便益を提供する。

第十八条

１ 締約国は、次の場合に、この条約の実施

のためにとつた立法上、司法上、行政上そ

の他の措置及びこれらの措置によりもたら

された進歩に関する報告を、委員会による

検討のため、国際連合事務総長に提出する

ことを約束する。

(ａ) 当該締約国についてこの条約が効力

を生ずる時から一年以内

(ｂ) その後は少なくとも四年ごと、更に

は委員会が要請するとき。



71

２ 報告には、この条約に基づく義務の履行

の程度に影響を及ぼす要因及び障害を記載

することができる。

第十九条

１ 委員会は、手続規則を採択する。

２ 委員会は、役員を二年の任期で選出する。

第二十条

１ 委員会は、第十八条の規定により提出さ

れる報告を検討するために原則として毎年

二週間を超えない期間会合する。

２ 委員会の会合は、原則として、国際連合

本部又は委員会が決定する他の適当な場所

において開催する。

第二十一条

１ 委員会は、その活動につき経済社会理事

会を通じて毎年国際連合総会に報告するも

のとし、また、締約国から得た報告及び情

報の検討に基づく提案及び一般的な性格を

有する勧告を行うことができる。これらの

提案及び一般的な性格を有する勧告は、締

約国から意見がある場合にはその意見とと

もに、委員会の報告に記載する。

２ 国際連合事務総長は、委員会の報告を、

情報用として、婦人の地位委員会に送付す

る。

第二十二条

専門機関は、その任務の範囲内にある事項

に関するこの条約の規定の実施についての検

討に際し、代表を出す権利を有する。委員会

は、専門機関に対し、その任務の範囲内にあ

る事項に関するこの条約の実施について報告

を提出するよう要請することができる。

第六部

第二十三条

この条約のいかなる規定も、次のものに含

まれる規定であつて男女の平等の達成に一層

貢献するものに影響を及ぼすものではない。

(ａ) 締約国の法令

(ｂ) 締約国について効力を有する他の国

際条約又は国際協定

第二十四条

締約国は、自国においてこの条約の認める

権利の完全な実現を達成するためのすべての

必要な措置をとることを約束する。

第二十五条

１ この条約は、すべての国による署名のた

めに開放しておく。

２ 国際連合事務総長は、この条約の寄託者

として指定される。

３ この条約は、批准されなければならない。

批准書は、国際連合事務総長に寄託する。

４ この条約は、すべての国による加入のた

めに開放しておく。加入は、加入書を国際

連合事務総長に寄託することによつて行う。

第二十六条

１ いずれの締約国も、国際連合事務総長に

あてた書面による通告により、いつでもこ

の条約の改正を要請することができる。

２ 国際連合総会は、1 の要請に関してとる

べき措置があるときは、その措置を決定す

る。

第二十七条

１ この条約は、二十番目の批准書又は加入

書が国際連合事務総長に寄託された日の後

三十日目の日に効力を生ずる。

２ この条約は、二十番目の批准書又は加入

書が寄託された後に批准し又は加入する国

については、その批准書又は加入書が寄託

された日の後三十日目の日に効力を生ずる。

第二十八条

１ 国際連合事務総長は、批准又は加入の際

に行われた留保の書面を受領し、かつ、す

べての国に送付する。

２ この条約の趣旨及び目的と両立しない留

保は、認められない。

３ 留保は、国際連合事務総長にあてた通告

によりいつでも撤回することができるもの

とし、同事務総長は、その撤回をすべての

国に通報する。このようにして通報された

通告は、受領された日に効力を生ずる。

第二十九条

１ この条約の解釈又は適用に関する締約国

間の紛争で交渉によつて解決されないもの

は、いずれかの紛争当事国の要請により、

仲裁に付される。仲裁の要請の日から六箇

月以内に仲裁の組織について紛争当事国が

合意に達しない場合には、いずれの紛争当

事国も、国際司法裁判所規程に従つて国際

司法裁判所に紛争を付託することができる。

２ 各締約国は、この条約の署名若しくは批

准又はこの条約への加入の際に、1 の規定

に拘束されない旨を宣言することができる。

他の締約国は、そのような留保を付した締

約国との関係において 1 の規定に拘束され

ない。

３ 2 の規定に基づいて留保を付した締約国

は、国際連合事務総長にあてた通告により、

いつでもその留保を撤回することができる。
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第三十条

この条約は、アラビア語、中国語、英語、

フランス語、ロシア語及びスペイン語をひと

しく正文とし、国際連合事務総長に寄託する。

以上の証拠として、下名は、正当に委任を

受けてこの条約に署名した。

(昭和六〇年七月一日外務省告示第一九四

号で昭和六〇年七月二五日に日本国について

効力発生)
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○男女共同参画社会基本法

(平成十一年六月二十三日)

(法律第七十八号)

第百四十五回通常国会

小渕内閣

男女共同参画社会基本法をここに公布する。

男女共同参画社会基本法

目次

前文

第一章 総則(第一条―第十二条)

第二章 男女共同参画社会の形成の促進

に関する基本的施策(第十三条

―第二十条)

第三章 男女共同参画会議(第二十一条

―第二十八条)

附則

我が国においては、日本国憲法に個人の尊

重と法の下の平等がうたわれ、男女平等の実

現に向けた様々な取組が、国際社会における

取組とも連動しつつ、着実に進められてきた

が、なお一層の努力が必要とされている。

一方、少子高齢化の進展、国内経済活動の

成熟化等我が国の社会経済情勢の急速な変化

に対応していく上で、男女が、互いにその人

権を尊重しつつ責任も分かち合い、性別にか

かわりなく、その個性と能力を十分に発揮す

ることができる男女共同参画社会の実現は、

緊要な課題となっている。

このような状況にかんがみ、男女共同参画

社会の実現を二十一世紀の我が国社会を決定

する最重要課題と位置付け、社会のあらゆる

分野において、男女共同参画社会の形成の促

進に関する施策の推進を図っていくことが重

要である。

ここに、男女共同参画社会の形成について

の基本理念を明らかにしてその方向を示し、

将来に向かって国、地方公共団体及び国民の

男女共同参画社会の形成に関する取組を総合

的かつ計画的に推進するため、この法律を制

定する。

第一章 総則

(目的)

第一条 この法律は、男女の人権が尊重され、

かつ、社会経済情勢の変化に対応できる豊

かで活力ある社会を実現することの緊要性

にかんがみ、男女共同参画社会の形成に関

し、基本理念を定め、並びに国、地方公共

団体及び国民の責務を明らかにするととも

に、男女共同参画社会の形成の促進に関す

る施策の基本となる事項を定めることによ

り、男女共同参画社会の形成を総合的かつ

計画的に推進することを目的とする。

(定義)

第二条 この法律において、次の各号に掲げ

る用語の意義は、当該各号に定めるところ

による。

一 男女共同参画社会の形成 男女が、社

会の対等な構成員として、自らの意思に

よって社会のあらゆる分野における活動

に参画する機会が確保され、もって男女

が均等に政治的、経済的、社会的及び文

化的利益を享受することができ、かつ、

共に責任を担うべき社会を形成すること

をいう。

二 積極的改善措置 前号に規定する機会

に係る男女間の格差を改善するため必要

な範囲内において、男女のいずれか一方

に対し、当該機会を積極的に提供するこ

とをいう。

(男女の人権の尊重)

第三条 男女共同参画社会の形成は、男女の

個人としての尊厳が重んぜられること、男

女が性別による差別的取扱いを受けないこ

と、男女が個人として能力を発揮する機会

が確保されることその他の男女の人権が尊

重されることを旨として、行われなければ

ならない。

(社会における制度又は慣行についての配

慮)

第四条 男女共同参画社会の形成に当たって

は、社会における制度又は慣行が、性別に

よる固定的な役割分担等を反映して、男女

の社会における活動の選択に対して中立で

ない影響を及ぼすことにより、男女共同参

画社会の形成を阻害する要因となるおそれ

があることにかんがみ、社会における制度

又は慣行が男女の社会における活動の選択

に対して及ぼす影響をできる限り中立なも

のとするように配慮されなければならない。

(政策等の立案及び決定への共同参画)

第五条 男女共同参画社会の形成は、男女が、

社会の対等な構成員として、国若しくは地

方公共団体における政策又は民間の団体に

おける方針の立案及び決定に共同して参画

する機会が確保されることを旨として、行

われなければならない。

(家庭生活における活動と他の活動の両立)
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第六条 男女共同参画社会の形成は、家族を

構成する男女が、相互の協力と社会の支援

の下に、子の養育、家族の介護その他の家

庭生活における活動について家族の一員と

しての役割を円滑に果たし、かつ、当該活

動以外の活動を行うことができるようにす

ることを旨として、行われなければならな

い。

(国際的協調)

第七条 男女共同参画社会の形成の促進が国

際社会における取組と密接な関係を有して

いることにかんがみ、男女共同参画社会の

形成は、国際的協調の下に行われなければ

ならない。

(国の責務)

第八条 国は、第三条から前条までに定める

男女共同参画社会の形成についての基本理

念(以下「基本理念」という。)にのっとり、

男女共同参画社会の形成の促進に関する施

策(積極的改善措置を含む。以下同じ。)を

総合的に策定し、及び実施する責務を有す

る。

(地方公共団体の責務)

第九条 地方公共団体は、基本理念にのっと

り、男女共同参画社会の形成の促進に関し、

国の施策に準じた施策及びその他のその地

方公共団体の区域の特性に応じた施策を策

定し、及び実施する責務を有する。

(国民の責務)

第十条 国民は、職域、学校、地域、家庭そ

の他の社会のあらゆる分野において、基本

理念にのっとり、男女共同参画社会の形成

に寄与するように努めなければならない。

(法制上の措置等)

第十一条 政府は、男女共同参画社会の形成

の促進に関する施策を実施するため必要な

法制上又は財政上の措置その他の措置を講

じなければならない。

(年次報告等)

第十二条 政府は、毎年、国会に、男女共同

参画社会の形成の状況及び政府が講じた男

女共同参画社会の形成の促進に関する施策

についての報告を提出しなければならない。

２ 政府は、毎年、前項の報告に係る男女共

同参画社会の形成の状況を考慮して講じよ

うとする男女共同参画社会の形成の促進に

関する施策を明らかにした文書を作成し、

これを国会に提出しなければならない。

第二章 男女共同参画社会の形成の促

進に関する基本的施策

(男女共同参画基本計画)

第十三条 政府は、男女共同参画社会の形成

の促進に関する施策の総合的かつ計画的な

推進を図るため、男女共同参画社会の形成

の促進に関する基本的な計画(以下「男女

共同参画基本計画」という。)を定めなけ

ればならない。

２ 男女共同参画基本計画は、次に掲げる事

項について定めるものとする。

一 総合的かつ長期的に講ずべき男女共同

参画社会の形成の促進に関する施策の大

綱

二 前号に掲げるもののほか、男女共同参

画社会の形成の促進に関する施策を総合

的かつ計画的に推進するために必要な事

項

３ 内閣総理大臣は、男女共同参画会議の意

見を聴いて、男女共同参画基本計画の案を

作成し、閣議の決定を求めなければならな

い。

４ 内閣総理大臣は、前項の規定による閣議

の決定があったときは、遅滞なく、男女共

同参画基本計画を公表しなければならない。

５ 前二項の規定は、男女共同参画基本計画

の変更について準用する。

(平一一法一六〇・一部改正)

(都道府県男女共同参画計画等)

第十四条 都道府県は、男女共同参画基本計

画を勘案して、当該都道府県の区域におけ

る男女共同参画社会の形成の促進に関する

施策についての基本的な計画(以下「都道

府県男女共同参画計画」という。)を定め

なければならない。

２ 都道府県男女共同参画計画は、次に掲げ

る事項について定めるものとする。

一 都道府県の区域において総合的かつ長

期的に講ずべき男女共同参画社会の形成

の促進に関する施策の大綱

二 前号に掲げるもののほか、都道府県の

区域における男女共同参画社会の形成の

促進に関する施策を総合的かつ計画的に

推進するために必要な事項

３ 市町村は、男女共同参画基本計画及び都

道府県男女共同参画計画を勘案して、当該

市町村の区域における男女共同参画社会の

形成の促進に関する施策についての基本的

な計画(以下「市町村男女共同参画計画」

という。)を定めるように努めなければな
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らない。

４ 都道府県又は市町村は、都道府県男女共

同参画計画又は市町村男女共同参画計画を

定め、又は変更したときは、遅滞なく、こ

れを公表しなければならない。

(施策の策定等に当たっての配慮)

第十五条 国及び地方公共団体は、男女共同

参画社会の形成に影響を及ぼすと認められ

る施策を策定し、及び実施するに当たって

は、男女共同参画社会の形成に配慮しなけ

ればならない。

(国民の理解を深めるための措置)

第十六条 国及び地方公共団体は、広報活動

等を通じて、基本理念に関する国民の理解

を深めるよう適切な措置を講じなければな

らない。

(苦情の処埋等)

第十七条 国は、政府が実施する男女共同参

画社会の形成の促進に関する施策又は男女

共同参画社会の形成に影響を及ぼすと認め

られる施策についての苦情の処理のために

必要な措置及び性別による差別的取扱いそ

の他の男女共同参画社会の形成を阻害する

要因によって人権が侵害された場合におけ

る被害者の救済を図るために必要な措置を

講じなければならない。

(調査研究)

第十八条 国は、社会における制度又は慣行

が男女共同参画社会の形成に及ぼす影響に

関する調査研究その他の男女共同参画社会

の形成の促進に関する施策の策定に必要な

調査研究を推進するように努めるものとす

る。

(国際的協調のための措置)

第十九条 国は、男女共同参画社会の形成を

国際的協調の下に促進するため、外国政府

又は国際機関との情報の交換その他男女共

同参画社会の形成に関する国際的な相互協

力の円滑な推進を図るために必要な措置を

講ずるように努めるものとする。

(地方公共団体及び民間の団体に対する支

援)

第二十条 国は、地方公共団体が実施する男

女共同参画社会の形成の促進に関する施策

及び民間の団体が男女共同参画社会の形成

の促進に関して行う活動を支援するため、

情報の提供その他の必要な措置を講ずるよ

うに努めるものとする。

第三章 男女共同参画会議

(平一一法一〇二・全改)

(設置)

第二十一条 内閣府に、男女共同参画会議

(以下「会議」という。)を置く。

(平一一法一〇二・全改)

(所掌事務)

第二十二条 会議は、次に掲げる事務をつか

さどる。

一 男女共同参画基本計画に関し、第十三

条第三項に規定する事項を処理すること。

二 前号に掲げるもののほか、内閣総理大

臣又は関係各大臣の諮問に応じ、男女共

同参画社会の形成の促進に関する基本的

な方針、基本的な政策及び重要事項を調

査審議すること。

三 前二号に規定する事項に関し、調査審

議し、必要があると認めるときは、内閣

総理大臣及び関係各大臣に対し、意見を

述べること。

四 政府が実施する男女共同参画社会の形

成の促進に関する施策の実施状況を監視

し、及び政府の施策が男女共同参画社会

の形成に及ぼす影響を調査し、必要があ

ると認めるときは、内閣総理大臣及び関

係各大臣に対し、意見を述べること。

(平一一法一〇二・全改)

(組織)

第二十三条 会議は、議長及び議員二十四人

以内をもって組織する。

(平一一法一〇二・全改)

(議長)

第二十四条 議長は、内閣官房長官をもって

充てる。

２ 議長は、会務を総理する。

(平一一法一〇二・全改)

(議員)

第二十五条 議員は、次に掲げる者をもって

充てる。

一 内閣官房長官以外の国務大臣のうちか

ら、内閣総理大臣が指定する者

二 男女共同参画社会の形成に関し優れた

識見を有する者のうちから、内閣総理大

臣が任命する者

２ 前項第二号の議員の数は、同項に規定す

る議員の総数の十分の五未満であってはな

らない。

３ 第一項第二号の議員のうち、男女のいず

れか一方の議員の数は、同号に規定する議

員の総数の十分の四未満であってはならな
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い。

４ 第一項第二号の議員は、非常勤とする。

(平一一法一〇二・全改)

(議員の任期)

第二十六条 前条第一項第二号の議員の任期

は、二年とする。ただし、補欠の議員の任

期は、前任者の残任期間とする。

２ 前条第一項第二号の議員は、再任される

ことができる。

(平一一法一〇二・全改)

(資料提出の要求等)

第二十七条 会議は、その所掌事務を遂行す

るために必要があると認めるときは、関係

行政機関の長に対し、監視又は調査に必要

な資料その他の資料の提出、意見の開陳、

説明その他必要な協力を求めることができ

る。

２ 会議は、その所掌事務を遂行するために

特に必要があると認めるときは、前項に規

定する者以外の者に対しても、必要な協力

を依頼することができる。

(平一一法一〇二・全改)

(政令への委任)

第二十八条 この章に定めるもののほか、会

議の組織及び議員その他の職員その他会議

に関し必要な事項は、政令で定める。

(平一一法一〇二・全改)

附 則 抄

(施行期日)

第一条 この法律は、公布の日から施行する。

(男女共同参画審議会設置法の廃止)

第二条 男女共同参画審議会設置法(平成九

年法律第七号)は、廃止する。

(経過措置)

第三条 前条の規定による廃止前の男女共同

参画審議会設置法(以下「旧審議会設置

法」という。)第一条の規定により置かれ

た男女共同参画審議会は、第二十一条第一

項の規定により置かれた審議会となり、同

一性をもって存続するものとする。

２ この法律の施行の際現に旧審議会設置法

第四条第一項の規定により任命された男女

共同参画審議会の委員である者は、この法

律の施行の日に、第二十三条第一項の規定

により、審議会の委員として任命されたも

のとみなす。この場合において、その任命

されたものとみなされる者の任期は、同条

第二項の規定にかかわらず、同日における

旧審議会設置法第四条第二項の規定により

任命された男女共同参画審議会の委員とし

ての任期の残任期間と同一の期間とする。

３ この法律の施行の際現に旧審議会設置法

第五条第一項の規定により定められた男女

共同参画審議会の会長である者又は同条第

三項の規定により指名された委員である者

は、それぞれ、この法律の施行の日に、第

二十四条第一項の規定により審議会の会長

として定められ、又は同条第三項の規定に

より審議会の会長の職務を代理する委員と

して指名されたものとみなす。

附 則 (平成一一年七月一六日法律

第一〇二号) 抄

(施行期日)

第一条 この法律は、内閣法の一部を改正す

る法律(平成十一年法律第八十八号)の施行

の日から施行する。ただし、次の各号に掲

げる規定は、当該各号に定める日から施行

する。

(施行の日＝平成一三年一月六日)

一 略

二 附則第十条第一項及び第五項、第十四

条第三項、第二十三条、第二十八条並び

に第三十条の規定 公布の日

(委員等の任期に関する経過措置)

第二十八条 この法律の施行の日の前日にお

いて次に掲げる従前の審議会その他の機関

の会長、委員その他の職員である者(任期

の定めのない者を除く。)の任期は、当該

会長、委員その他の職員の任期を定めたそ

れぞれの法律の規定にかかわらず、その日

に満了する。

一から十まで 略

十一 男女共同参画審議会

(別に定める経過措置)

第三十条 第二条から前条までに規定するも

ののほか、この法律の施行に伴い必要とな

る経過措置は、別に法律で定める。

――――――――――

○中央省庁等改革関係法施行法(平成

一一法律一六○)抄

(処分、申請等に関する経過措置)

第千三百一条 中央省庁等改革関係法及びこ

の法律(以下「改革関係法等」と総称す

る。)の施行前に法令の規定により従前の

国の機関がした免許、許可、認可、承認、

指定その他の処分又は通知その他の行為は、

法令に別段の定めがあるもののほか、改革

関係法等の施行後は、改革関係法等の施行
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後の法令の相当規定に基づいて、相当の国

の機関がした免許、許可、認可、承認、指

定その他の処分又は通知その他の行為とみ

なす。

２ 改革関係法等の施行の際現に法令の規定

により従前の国の機関に対してされている

申請、届出その他の行為は、法令に別段の

定めがあるもののほか、改革関係法等の施

行後は、改革関係法等の施行後の法令の相

当規定に基づいて、相当の国の機関に対し

てされた申請、届出その他の行為とみなす。

３ 改革関係法等の施行前に法令の規定によ

り従前の国の機関に対し報告、届出、提出

その他の手続をしなければならないとされ

ている事項で、改革関係法等の施行の日前

にその手続がされていないものについては、

法令に別段の定めがあるもののほか、改革

関係法等の施行後は、これを、改革関係法

等の施行後の法令の相当規定により相当の

国の機関に対して報告、届出、提出その他

の手続をしなければならないとされた事項

についてその手続がされていないものとみ

なして、改革関係法等の施行後の法令の規

定を適用する。

(従前の例による処分等に関する経過措置)

第千三百二条 なお従前の例によることとす

る法令の規定により、従前の国の機関がす

べき免許、許可、認可、承認、指定その他

の処分若しくは通知その他の行為又は従前

の国の機関に対してすべき申請、届出その

他の行為については、法令に別段の定めが

あるもののほか、改革関係法等の施行後は、

改革関係法等の施行後の法令の規定に基づ

くその任務及び所掌事務の区分に応じ、そ

れぞれ、相当の国の機関がすべきものとし、

又は相当の国の機関に対してすべきものと

する。

(政令への委任)

第千三百四十四条 第七十一条から第七十六

条まで及び第千三百一条から前条まで並び

に中央省庁等改革関係法に定めるもののほ

か、改革関係法等の施行に関し必要な経過

措置(罰則に関する経過措置を含む。)は、

政令で定める。

附 則 (平成一一年一二月二二日法

律第一六〇号) 抄

(施行期日)

第一条 この法律(第二条及び第三条を除

く。)は、平成十三年一月六日から施行す

る。ただし、次の各号に掲げる規定は、当

該各号に定める日から施行する。

一 第九百九十五条(核原料物質、核燃料

物質及び原子炉の規制に関する法律の一

部を改正する法律附則の改正規定に係る

部分に限る。)、第千三百五条、第千三

百六条、第千三百二十四条第二項、第千

三百二十六条第二項及び第千三百四十四

条の規定 公布の日



78

○配偶者からの暴力の防止及び被害者

の保護に関する法律
(平成十三年四月十三日)

(法律第三十一号)

配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護

に関する法律をここに公布する。

配偶者からの暴力の防止及び被害者

の保護に関する法律

(平二五法七二・改称)

目次

前文

第一章 総則(第一条・第二条)

第一章の二 基本方針及び都道府県基本

計画等(第二条の二・第二条の

三)

第二章 配偶者暴力相談支援センター等

(第三条―第五条)

第三章 被害者の保護(第六条―第九条

の二)

第四章 保護命令(第十条―第二十二条)

第五章 雑則(第二十三条―第二十八条)

第五章の二 補則(第二十八条の二)

第六章 罰則(第二十九条・第三十条)
附則

我が国においては、日本国憲法に個人の尊

重と法の下の平等がうたわれ、人権の擁護と

男女平等の実現に向けた取組が行われている。

ところが、配偶者からの暴力は、犯罪とな

る行為をも含む重大な人権侵害であるにもか

かわらず、被害者の救済が必ずしも十分に行

われてこなかった。また、配偶者からの暴力

の被害者は、多くの場合女性であり、経済的

自立が困難である女性に対して配偶者が暴力

を加えることは、個人の尊厳を害し、男女平

等の実現の妨げとなっている。

このような状況を改善し、人権の擁護と男

女平等の実現を図るためには、配偶者からの

暴力を防止し、被害者を保護するための施策

を講ずることが必要である。このことは、女

性に対する暴力を根絶しようと努めている国

際社会における取組にも沿うものである。

ここに、配偶者からの暴力に係る通報、相

談、保護、自立支援等の体制を整備すること

により、配偶者からの暴力の防止及び被害者

の保護を図るため、この法律を制定する。

(平一六法六四・一部改正)

第一章 総則

(定義)

第一条 この法律において「配偶者からの暴

力」とは、配偶者からの身体に対する暴力

(身体に対する不法な攻撃であって生命又

は身体に危害を及ぼすものをいう。以下同

じ。)又はこれに準ずる心身に有害な影響

を及ぼす言動(以下この項及び第二十八条

の二において「身体に対する暴力等」と総

称する。)をいい、配偶者からの身体に対

する暴力等を受けた後に、その者が離婚を

し、又はその婚姻が取り消された場合にあ

っては、当該配偶者であった者から引き続

き受ける身体に対する暴力等を含むものと

する。

２ この法律において「被害者」とは、配偶

者からの暴力を受けた者をいう。

３ この法律にいう「配偶者」には、婚姻の

届出をしていないが事実上婚姻関係と同様

の事情にある者を含み、「離婚」には、婚

姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と

同様の事情にあった者が、事実上離婚した

と同様の事情に入ることを含むものとする。

(平一六法六四・平二五法七二・一部改正)

(国及び地方公共団体の責務)

第二条 国及び地方公共団体は、配偶者から

の暴力を防止するとともに、被害者の自立

を支援することを含め、その適切な保護を

図る責務を有する。

(平一六法六四・一部改正)

第一章の二 基本方針及び都道府県基

本計画等

(平一六法六四・追加、平一九法一一三・改

称)

(基本方針)

第二条の二 内閣総理大臣、国家公安委員会、

法務大臣及び厚生労働大臣(以下この条及

び次条第五項において「主務大臣」とい

う。)は、配偶者からの暴力の防止及び被

害者の保護のための施策に関する基本的な

方針(以下この条並びに次条第一項及び第

三項において「基本方針」という。)を定

めなければならない。

２ 基本方針においては、次に掲げる事項に

つき、次条第一項の都道府県基本計画及び

同条第三項の市町村基本計画の指針となる

べきものを定めるものとする。

一 配偶者からの暴力の防止及び被害者の

保護に関する基本的な事項

二 配偶者からの暴力の防止及び被害者の

保護のための施策の内容に関する事項
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三 その他配偶者からの暴力の防止及び被

害者の保護のための施策の実施に関する

重要事項

３ 主務大臣は、基本方針を定め、又はこれ

を変更しようとするときは、あらかじめ、

関係行政機関の長に協議しなければならな

い。

４ 主務大臣は、基本方針を定め、又はこれ

を変更したときは、遅滞なく、これを公表

しなければならない。

(平一六法六四・追加、平一九法一一三・一

部改正)

(都道府県基本計画等)

第二条の三 都道府県は、基本方針に即して、

当該都道府県における配偶者からの暴力の

防止及び被害者の保護のための施策の実施

に関する基本的な計画(以下この条におい

て「都道府県基本計画」という。)を定め

なければならない。

２ 都道府県基本計画においては、次に掲げ

る事項を定めるものとする。

一 配偶者からの暴力の防止及び被害者の

保護に関する基本的な方針

二 配偶者からの暴力の防止及び被害者の

保護のための施策の実施内容に関する事

項

三 その他配偶者からの暴力の防止及び被

害者の保護のための施策の実施に関する

重要事項

３ 市町村(特別区を含む。以下同じ。)は、

基本方針に即し、かつ、都道府県基本計画

を勘案して、当該市町村における配偶者か

らの暴力の防止及び被害者の保護のための

施策の実施に関する基本的な計画(以下こ

の条において「市町村基本計画」という。)

を定めるよう努めなければならない。

４ 都道府県又は市町村は、都道府県基本計

画又は市町村基本計画を定め、又は変更し

たときは、遅滞なく、これを公表しなけれ

ばならない。

５ 主務大臣は、都道府県又は市町村に対し、

都道府県基本計画又は市町村基本計画の作

成のために必要な助言その他の援助を行う

よう努めなければならない。

(平一六法六四・追加、平一九法一一三・一

部改正)

第二章 配偶者暴力相談支援センター

等

(配偶者暴力相談支援センター)

第三条 都道府県は、当該都道府県が設置す

る婦人相談所その他の適切な施設において、

当該各施設が配偶者暴力相談支援センター

としての機能を果たすようにするものとす

る。

２ 市町村は、当該市町村が設置する適切な

施設において、当該各施設が配偶者暴力相

談支援センターとしての機能を果たすよう

にするよう努めるものとする。

３ 配偶者暴力相談支援センターは、配偶者

からの暴力の防止及び被害者の保護のため、

次に掲げる業務を行うものとする。

一 被害者に関する各般の問題について、

相談に応ずること又は婦人相談員若しく

は相談を行う機関を紹介すること。

二 被害者の心身の健康を回復させるため、

医学的又は心理学的な指導その他の必要

な指導を行うこと。

三 被害者(被害者がその家族を同伴する

場合にあっては、被害者及びその同伴す

る家族。次号、第六号、第五条及び第八

条の三において同じ。)の緊急時におけ

る安全の確保及び一時保護を行うこと。

四 被害者が自立して生活することを促進

するため、就業の促進、住宅の確保、援

護等に関する制度の利用等について、情

報の提供、助言、関係機関との連絡調整

その他の援助を行うこと。

五 第四章に定める保護命令の制度の利用

について、情報の提供、助言、関係機関

への連絡その他の援助を行うこと。

六 被害者を居住させ保護する施設の利用

について、情報の提供、助言、関係機関

との連絡調整その他の援助を行うこと。

４ 前項第三号の一時保護は、婦人相談所が、

自ら行い、又は厚生労働大臣が定める基準

を満たす者に委託して行うものとする。

５ 配偶者暴力相談支援センターは、その業

務を行うに当たっては、必要に応じ、配偶

者からの暴力の防止及び被害者の保護を図

るための活動を行う民間の団体との連携に

努めるものとする。

(平一六法六四・平一九法一一三・一部改正)

(婦人相談員による相談等)

第四条 婦人相談員は、被害者の相談に応じ、

必要な指導を行うことができる。

(婦人保護施設における保護)

第五条 都道府県は、婦人保護施設において

被害者の保護を行うことができる。
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第三章 被害者の保護

(配偶者からの暴力の発見者による通報等)

第六条 配偶者からの暴力(配偶者又は配偶

者であった者からの身体に対する暴力に限

る。以下この章において同じ。)を受けて

いる者を発見した者は、その旨を配偶者暴

力相談支援センター又は警察官に通報する

よう努めなければならない。

２ 医師その他の医療関係者は、その業務を

行うに当たり、配偶者からの暴力によって

負傷し又は疾病にかかったと認められる者

を発見したときは、その旨を配偶者暴力相

談支援センター又は警察官に通報すること

ができる。この場合において、その者の意

思を尊重するよう努めるものとする。

３ 刑法(明治四十年法律第四十五号)の秘密

漏示罪の規定その他の守秘義務に関する法

律の規定は、前二項の規定により通報する

ことを妨げるものと解釈してはならない。

４ 医師その他の医療関係者は、その業務を

行うに当たり、配偶者からの暴力によって

負傷し又は疾病にかかったと認められる者

を発見したときは、その者に対し、配偶者

暴力相談支援センター等の利用について、

その有する情報を提供するよう努めなけれ

ばならない。

(平一六法六四・一部改正)

(配偶者暴力相談支援センターによる保護に

ついての説明等)

第七条 配偶者暴力相談支援センターは、被

害者に関する通報又は相談を受けた場合に

は、必要に応じ、被害者に対し、第三条第

三項の規定により配偶者暴力相談支援セン

ターが行う業務の内容について説明及び助

言を行うとともに、必要な保護を受けるこ

とを勧奨するものとする。

(平一六法六四・一部改正)

(警察官による被害の防止)

第八条 警察官は、通報等により配偶者から

の暴力が行われていると認めるときは、警

察法(昭和二十九年法律第百六十二号)、警

察官職務執行法(昭和二十三年法律第百三

十六号)その他の法令の定めるところによ

り、暴力の制止、被害者の保護その他の配

偶者からの暴力による被害の発生を防止す

るために必要な措置を講ずるよう努めなけ

ればならない。

(警察本部長等の援助)

第八条の二 警視総監若しくは道府県警察本

部長(道警察本部の所在地を包括する方面

を除く方面については、方面本部長。第十

五条第三項において同じ。)又は警察署長

は、配偶者からの暴力を受けている者から、

配偶者からの暴力による被害を自ら防止す

るための援助を受けたい旨の申出があり、

その申出を相当と認めるときは、当該配偶

者からの暴力を受けている者に対し、国家

公安委員会規則で定めるところにより、当

該被害を自ら防止するための措置の教示そ

の他配偶者からの暴力による被害の発生を

防止するために必要な援助を行うものとす

る。

(平一六法六四・追加)

(福祉事務所による自立支援)

第八条の三 社会福祉法(昭和二十六年法律

第四十五号)に定める福祉に関する事務所

(次条において「福祉事務所」という。)は、

生活保護法(昭和二十五年法律第百四十四

号)、児童福祉法(昭和二十二年法律第百六

十四号)、母子及び父子並びに寡婦福祉法

(昭和三十九年法律第百二十九号)その他の

法令の定めるところにより、被害者の自立

を支援するために必要な措置を講ずるよう

努めなければならない。

(平一六法六四・追加、平二六法二八・一部

改正)

(被害者の保護のための関係機関の連携協力)

第九条 配偶者暴力相談支援センター、都道

府県警察、福祉事務所等都道府県又は市町

村の関係機関その他の関係機関は、被害者

の保護を行うに当たっては、その適切な保

護が行われるよう、相互に連携を図りなが

ら協力するよう努めるものとする。

(平一六法六四・一部改正)

(苦情の適切かつ迅速な処理)

第九条の二 前条の関係機関は、被害者の保

護に係る職員の職務の執行に関して被害者

から苦情の申出を受けたときは、適切かつ

迅速にこれを処理するよう努めるものとす

る。

(平一六法六四・追加)

第四章 保護命令

(保護命令)

第十条 被害者(配偶者からの身体に対する

暴力又は生命等に対する脅迫(被害者の生

命又は身体に対し害を加える旨を告知して

する脅迫をいう。以下この章において同
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じ。)を受けた者に限る。以下この章にお

いて同じ。)が、配偶者からの身体に対す

る暴力を受けた者である場合にあっては配

偶者からの更なる身体に対する暴力(配偶

者からの身体に対する暴力を受けた後に、

被害者が離婚をし、又はその婚姻が取り消

された場合にあっては、当該配偶者であっ

た者から引き続き受ける身体に対する暴力。

第十二条第一項第二号において同じ。)に

より、配偶者からの生命等に対する脅迫を

受けた者である場合にあっては配偶者から

受ける身体に対する暴力(配偶者からの生

命等に対する脅迫を受けた後に、被害者が

離婚をし、又はその婚姻が取り消された場

合にあっては、当該配偶者であった者から

引き続き受ける身体に対する暴力。同号に

おいて同じ。)により、その生命又は身体

に重大な危害を受けるおそれが大きいとき

は、裁判所は、被害者の申立てにより、そ

の生命又は身体に危害が加えられることを

防止するため、当該配偶者(配偶者からの

身体に対する暴力又は生命等に対する脅迫

を受けた後に、被害者が離婚をし、又はそ

の婚姻が取り消された場合にあっては、当

該配偶者であった者。以下この条、同項第

三号及び第四号並びに第十八条第一項にお

いて同じ。)に対し、次の各号に掲げる事

項を命ずるものとする。ただし、第二号に

掲げる事項については、申立ての時におい

て被害者及び当該配偶者が生活の本拠を共

にする場合に限る。

一 命令の効力が生じた日から起算して六

月間、被害者の住居(当該配偶者と共に

生活の本拠としている住居を除く。以下

この号において同じ。)その他の場所に

おいて被害者の身辺につきまとい、又は

被害者の住居、勤務先その他その通常所

在する場所の付近をはいかいしてはなら

ないこと。

二 命令の効力が生じた日から起算して二

月間、被害者と共に生活の本拠としてい

る住居から退去すること及び当該住居の

付近をはいかいしてはならないこと。

２ 前項本文に規定する場合において、同項

第一号の規定による命令を発する裁判所又

は発した裁判所は、被害者の申立てにより、

その生命又は身体に危害が加えられること

を防止するため、当該配偶者に対し、命令

の効力が生じた日以後、同号の規定による

命令の効力が生じた日から起算して六月を

経過する日までの間、被害者に対して次の

各号に掲げるいずれの行為もしてはならな

いことを命ずるものとする。

一 面会を要求すること。

二 その行動を監視していると思わせるよ

うな事項を告げ、又はその知り得る状態

に置くこと。

三 著しく粗野又は乱暴な言動をすること。

四 電話をかけて何も告げず、又は緊急や

むを得ない場合を除き、連続して、電話

をかけ、ファクシミリ装置を用いて送信

し、若しくは電子メールを送信すること。

五 緊急やむを得ない場合を除き、午後十

時から午前六時までの間に、電話をかけ、

ファクシミリ装置を用いて送信し、又は

電子メールを送信すること。

六 汚物、動物の死体その他の著しく不快

又は嫌悪の情を催させるような物を送付

し、又はその知り得る状態に置くこと。

七 その名誉を害する事項を告げ、又はそ

の知り得る状態に置くこと。

八 その性的羞恥心を害する事項を告げ、

若しくはその知り得る状態に置き、又は

その性的羞恥心を害する文書、図画その

他の物を送付し、若しくはその知り得る

状態に置くこと。

３ 第一項本文に規定する場合において、被

害者がその成年に達しない子(以下この項

及び次項並びに第十二条第一項第三号にお

いて単に「子」という。)と同居している

ときであって、配偶者が幼年の子を連れ戻

すと疑うに足りる言動を行っていることそ

の他の事情があることから被害者がその同

居している子に関して配偶者と面会するこ

とを余儀なくされることを防止するため必

要があると認めるときは、第一項第一号の

規定による命令を発する裁判所又は発した

裁判所は、被害者の申立てにより、その生

命又は身体に危害が加えられることを防止

するため、当該配偶者に対し、命令の効力

が生じた日以後、同号の規定による命令の

効力が生じた日から起算して六月を経過す

る日までの間、当該子の住居(当該配偶者

と共に生活の本拠としている住居を除く。

以下この項において同じ。)、就学する学

校その他の場所において当該子の身辺につ

きまとい、又は当該子の住居、就学する学

校その他その通常所在する場所の付近をは
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いかいしてはならないことを命ずるものと

する。ただし、当該子が十五歳以上である

ときは、その同意がある場合に限る。

４ 第一項本文に規定する場合において、配

偶者が被害者の親族その他被害者と社会生

活において密接な関係を有する者(被害者

と同居している子及び配偶者と同居してい

る者を除く。以下この項及び次項並びに第

十二条第一項第四号において「親族等」と

いう。)の住居に押し掛けて著しく粗野又

は乱暴な言動を行っていることその他の事

情があることから被害者がその親族等に関

して配偶者と面会することを余儀なくされ

ることを防止するため必要があると認める

ときは、第一項第一号の規定による命令を

発する裁判所又は発した裁判所は、被害者

の申立てにより、その生命又は身体に危害

が加えられることを防止するため、当該配

偶者に対し、命令の効力が生じた日以後、

同号の規定による命令の効力が生じた日か

ら起算して六月を経過する日までの間、当

該親族等の住居(当該配偶者と共に生活の

本拠としている住居を除く。以下この項に

おいて同じ。)その他の場所において当該

親族等の身辺につきまとい、又は当該親族

等の住居、勤務先その他その通常所在する

場所の付近をはいかいしてはならないこと

を命ずるものとする。

５ 前項の申立ては、当該親族等(被害者の

十五歳未満の子を除く。以下この項におい

て同じ。)の同意(当該親族等が十五歳未満

の者又は成年被後見人である場合にあって

は、その法定代理人の同意)がある場合に

限り、することができる。

(平一六法六四・平一九法一一三・一部改正)

(管轄裁判所)

第十一条 前条第一項の規定による命令の申

立てに係る事件は、相手方の住所(日本国

内に住所がないとき又は住所が知れないと

きは居所)の所在地を管轄する地方裁判所

の管轄に属する。

２ 前条第一項の規定による命令の申立ては、

次の各号に掲げる地を管轄する地方裁判所

にもすることができる。

一 申立人の住所又は居所の所在地

二 当該申立てに係る配偶者からの身体に

対する暴力又は生命等に対する脅迫が行

われた地

(平一六法六四・平一九法一一三・一部改正)

(保護命令の申立て)

第十二条 第十条第一項から第四項までの規

定による命令(以下「保護命令」という。)

の申立ては、次に掲げる事項を記載した書

面でしなければならない。

一 配偶者からの身体に対する暴力又は生

命等に対する脅迫を受けた状況

二 配偶者からの更なる身体に対する暴力

又は配偶者からの生命等に対する脅迫を

受けた後の配偶者から受ける身体に対す

る暴力により、生命又は身体に重大な危

害を受けるおそれが大きいと認めるに足

りる申立ての時における事情

三 第十条第三項の規定による命令の申立

てをする場合にあっては、被害者が当該

同居している子に関して配偶者と面会す

ることを余儀なくされることを防止する

ため当該命令を発する必要があると認め

るに足りる申立ての時における事情

四 第十条第四項の規定による命令の申立

てをする場合にあっては、被害者が当該

親族等に関して配偶者と面会することを

余儀なくされることを防止するため当該

命令を発する必要があると認めるに足り

る申立ての時における事情

五 配偶者暴力相談支援センターの職員又

は警察職員に対し、前各号に掲げる事項

について相談し、又は援助若しくは保護

を求めた事実の有無及びその事実がある

ときは、次に掲げる事項

イ 当該配偶者暴力相談支援センター又

は当該警察職員の所属官署の名称

ロ 相談し、又は援助若しくは保護を求

めた日時及び場所

ハ 相談又は求めた援助若しくは保護の

内容

ニ 相談又は申立人の求めに対して執ら

れた措置の内容

２ 前項の書面(以下「申立書」という。)に

同項第五号イからニまでに掲げる事項の記

載がない場合には、申立書には、同項第一

号から第四号までに掲げる事項についての

申立人の供述を記載した書面で公証人法

(明治四十一年法律第五十三号)第五十八条

ノ二第一項の認証を受けたものを添付しな

ければならない。

(平一六法六四・平一九法一一三・一部改正)

(迅速な裁判)
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第十三条 裁判所は、保護命令の申立てに係

る事件については、速やかに裁判をするも

のとする。

(平一六法六四・一部改正)

(保護命令事件の審理の方法)

第十四条 保護命令は、口頭弁論又は相手方

が立ち会うことができる審尋の期日を経な

ければ、これを発することができない。た

だし、その期日を経ることにより保護命令

の申立ての目的を達することができない事

情があるときは、この限りでない。

２ 申立書に第十二条第一項第五号イからニ

までに掲げる事項の記載がある場合には、

裁判所は、当該配偶者暴力相談支援センタ

ー又は当該所属官署の長に対し、申立人が

相談し又は援助若しくは保護を求めた際の

状況及びこれに対して執られた措置の内容

を記載した書面の提出を求めるものとする。

この場合において、当該配偶者暴力相談支

援センター又は当該所属官署の長は、これ

に速やかに応ずるものとする。

３ 裁判所は、必要があると認める場合には、

前項の配偶者暴力相談支援センター若しく

は所属官署の長又は申立人から相談を受け、

若しくは援助若しくは保護を求められた職

員に対し、同項の規定により書面の提出を

求めた事項に関して更に説明を求めること

ができる。

(平一六法六四・平一九法一一三・一部改正)

(保護命令の申立てについての決定等)

第十五条 保護命令の申立てについての決定

には、理由を付さなければならない。ただ

し、口頭弁論を経ないで決定をする場合に

は、理由の要旨を示せば足りる。

２ 保護命令は、相手方に対する決定書の送

達又は相手方が出頭した口頭弁論若しくは

審尋の期日における言渡しによって、その

効力を生ずる。

３ 保護命令を発したときは、裁判所書記官

は、速やかにその旨及びその内容を申立人

の住所又は居所を管轄する警視総監又は道

府県警察本部長に通知するものとする。

４ 保護命令を発した場合において、申立人

が配偶者暴力相談支援センターの職員に対

し相談し、又は援助若しくは保護を求めた

事実があり、かつ、申立書に当該事実に係

る第十二条第一項第五号イからニまでに掲

げる事項の記載があるときは、裁判所書記

官は、速やかに、保護命令を発した旨及び

その内容を、当該申立書に名称が記載され

た配偶者暴力相談支援センター(当該申立

書に名称が記載された配偶者暴力相談支援

センターが二以上ある場合にあっては、申

立人がその職員に対し相談し、又は援助若

しくは保護を求めた日時が最も遅い配偶者

暴力相談支援センター)の長に通知するも

のとする。

５ 保護命令は、執行力を有しない。

(平一六法六四・平一九法一一三・一部改正)

(即時抗告)

第十六条 保護命令の申立てについての裁判

に対しては、即時抗告をすることができる。

２ 前項の即時抗告は、保護命令の効力に影

響を及ぼさない。

３ 即時抗告があった場合において、保護命

令の取消しの原因となることが明らかな事

情があることにつき疎明があったときに限

り、抗告裁判所は、申立てにより、即時抗

告についての裁判が効力を生ずるまでの間、

保護命令の効力の停止を命ずることができ

る。事件の記録が原裁判所に存する間は、

原裁判所も、この処分を命ずることができ

る。

４ 前項の規定により第十条第一項第一号の

規定による命令の効力の停止を命ずる場合

において、同条第二項から第四項までの規

定による命令が発せられているときは、裁

判所は、当該命令の効力の停止をも命じな

ければならない。

５ 前二項の規定による裁判に対しては、不

服を申し立てることができない。

６ 抗告裁判所が第十条第一項第一号の規定

による命令を取り消す場合において、同条

第二項から第四項までの規定による命令が

発せられているときは、抗告裁判所は、当

該命令をも取り消さなければならない。

７ 前条第四項の規定による通知がされてい

る保護命令について、第三項若しくは第四

項の規定によりその効力の停止を命じたと

き又は抗告裁判所がこれを取り消したとき

は、裁判所書記官は、速やかに、その旨及

びその内容を当該通知をした配偶者暴力相

談支援センターの長に通知するものとする。

８ 前条第三項の規定は、第三項及び第四項

の場合並びに抗告裁判所が保護命令を取り

消した場合について準用する。

(平一六法六四・平一九法一一三・一部改正)

(保護命令の取消し)
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第十七条 保護命令を発した裁判所は、当該

保護命令の申立てをした者の申立てがあっ

た場合には、当該保護命令を取り消さなけ

ればならない。第十条第一項第一号又は第

二項から第四項までの規定による命令にあ

っては同号の規定による命令が効力を生じ

た日から起算して三月を経過した後におい

て、同条第一項第二号の規定による命令に

あっては当該命令が効力を生じた日から起

算して二週間を経過した後において、これ

らの命令を受けた者が申し立て、当該裁判

所がこれらの命令の申立てをした者に異議

がないことを確認したときも、同様とする。

２ 前条第六項の規定は、第十条第一項第一

号の規定による命令を発した裁判所が前項

の規定により当該命令を取り消す場合につ

いて準用する。

３ 第十五条第三項及び前条第七項の規定は、

前二項の場合について準用する。

(平一六法六四・平一九法一一三・一部改正)

(第十条第一項第二号の規定による命令の再

度の申立て)

第十八条 第十条第一項第二号の規定による

命令が発せられた後に当該発せられた命令

の申立ての理由となった身体に対する暴力

又は生命等に対する脅迫と同一の事実を理

由とする同号の規定による命令の再度の申

立てがあったときは、裁判所は、配偶者と

共に生活の本拠としている住居から転居し

ようとする被害者がその責めに帰すること

のできない事由により当該発せられた命令

の効力が生ずる日から起算して二月を経過

する日までに当該住居からの転居を完了す

ることができないことその他の同号の規定

による命令を再度発する必要があると認め

るべき事情があるときに限り、当該命令を

発するものとする。ただし、当該命令を発

することにより当該配偶者の生活に特に著

しい支障を生ずると認めるときは、当該命

令を発しないことができる。２ 前項の申

立てをする場合における第十二条の規定の

適用については、同条第一項各号列記以外

の部分中「次に掲げる事項」とあるのは

「第一号、第二号及び第五号に掲げる事項

並びに第十八条第一項本文の事情」と、同

項第五号中「前各号に掲げる事項」とある

のは「第一号及び第二号に掲げる事項並び

に第十八条第一項本文の事情」と、同条第

二項中「同項第一号から第四号までに掲げ

る事項」とあるのは「同項第一号及び第二

号に掲げる事項並びに第十八条第一項本文

の事情」とする。

(平一六法六四・全改、平一九法一一三・一

部改正)

(事件の記録の閲覧等)

第十九条 保護命令に関する手続について、

当事者は、裁判所書記官に対し、事件の記

録の閲覧若しくは謄写、その正本、謄本若

しくは抄本の交付又は事件に関する事項の

証明書の交付を請求することができる。た

だし、相手方にあっては、保護命令の申立

てに関し口頭弁論若しくは相手方を呼び出

す審尋の期日の指定があり、又は相手方に

対する保護命令の送達があるまでの間は、

この限りでない。

(法務事務官による宣誓認証)

第二十条 法務局若しくは地方法務局又はそ

の支局の管轄区域内に公証人がいない場合

又は公証人がその職務を行うことができな

い場合には、法務大臣は、当該法務局若し

くは地方法務局又はその支局に勤務する法

務事務官に第十二条第二項(第十八条第二

項の規定により読み替えて適用する場合を

含む。)の認証を行わせることができる。

(平一六法六四・一部改正)

(民事訴訟法の準用)

第二十一条 この法律に特別の定めがある場

合を除き、保護命令に関する手続に関して

は、その性質に反しない限り、民事訴訟法

(平成八年法律第百九号)の規定を準用する。

(最高裁判所規則)

第二十二条 この法律に定めるもののほか、

保護命令に関する手続に関し必要な事項は、

最高裁判所規則で定める。

第五章 雑則

(職務関係者による配慮等)

第二十三条 配偶者からの暴力に係る被害者

の保護、捜査、裁判等に職務上関係のある

者(次項において「職務関係者」という。)

は、その職務を行うに当たり、被害者の心

身の状況、その置かれている環境等を踏ま

え、被害者の国籍、障害の有無等を問わず

その人権を尊重するとともに、その安全の

確保及び秘密の保持に十分な配慮をしなけ

ればならない。

２ 国及び地方公共団体は、職務関係者に対

し、被害者の人権、配偶者からの暴力の特
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性等に関する理解を深めるために必要な研

修及び啓発を行うものとする。

(平一六法六四・一部改正)

(教育及び啓発)

第二十四条 国及び地方公共団体は、配偶者

からの暴力の防止に関する国民の理解を深

めるための教育及び啓発に努めるものとす

る。

(平一六法六四・一部改正)

(調査研究の推進等)

第二十五条 国及び地方公共団体は、配偶者

からの暴力の防止及び被害者の保護に資す

るため、加害者の更生のための指導の方法、

被害者の心身の健康を回復させるための方

法等に関する調査研究の推進並びに被害者

の保護に係る人材の養成及び資質の向上に

努めるものとする。

(民間の団体に対する援助)

第二十六条 国及び地方公共団体は、配偶者

からの暴力の防止及び被害者の保護を図る

ための活動を行う民間の団体に対し、必要

な援助を行うよう努めるものとする。

(都道府県及び市の支弁)

第二十七条 都道府県は、次の各号に掲げる

費用を支弁しなければならない。

一 第三条第三項の規定に基づき同項に掲

げる業務を行う婦人相談所の運営に要す

る費用(次号に掲げる費用を除く。)

二 第三条第三項第三号の規定に基づき婦

人相談所が行う一時保護(同条第四項に

規定する厚生労働大臣が定める基準を満

たす者に委託して行う場合を含む。)に

要する費用

三 第四条の規定に基づき都道府県知事の

委嘱する婦人相談員が行う業務に要する

費用

四 第五条の規定に基づき都道府県が行う

保護(市町村、社会福祉法人その他適当

と認める者に委託して行う場合を含む。)

及びこれに伴い必要な事務に要する費用

２ 市は、第四条の規定に基づきその長の委

嘱する婦人相談員が行う業務に要する費用

を支弁しなければならない。

(平一六法六四・一部改正)

(国の負担及び補助)

第二十八条 国は、政令の定めるところによ

り、都道府県が前条第一項の規定により支

弁した費用のうち、同項第一号及び第二号

に掲げるものについては、その十分の五を

負担するものとする。

２ 国は、予算の範囲内において、次の各号

に掲げる費用の十分の五以内を補助するこ

とができる。

一 都道府県が前条第一項の規定により支

弁した費用のうち、同項第三号及び第四

号に掲げるもの

二 市が前条第二項の規定により支弁した

費用

第五章の二 補則

(平二五法七二・追加)

(この法律の準用)

第二十八条の二 第二条及び第一章の二から

前章までの規定は、生活の本拠を共にする

交際(婚姻関係における共同生活に類する

共同生活を営んでいないものを除く。)を

する関係にある相手からの暴力(当該関係

にある相手からの身体に対する暴力等をい

い、当該関係にある相手からの身体に対す

る暴力等を受けた後に、その者が当該関係

を解消した場合にあっては、当該関係にあ

った者から引き続き受ける身体に対する暴

力等を含む。)及び当該暴力を受けた者に

ついて準用する。この場合において、これ

らの規定中「配偶者からの暴力」とあるの

は「第二十八条の二に規定する関係にある

相手からの暴力」と読み替えるほか、次の

表の上欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げ

る字句は、それぞれ同表の下欄に掲げる字

句に読み替えるものとする。

第二条 被害者

被害者(第二十八条の

二に規定する関係に

ある相手からの暴力

を受けた者をいう。

以下同じ。)

第六条第一

項

配偶者又は

配偶者であ

った者

同条に規定する関係

にある相手又は同条

に規定する関係にあ

る相手であった者

第十条第一

項から第四

項まで、第

十一条第二

項第二号、

第十二条第

一項第一号

から第四号

配偶者

第二十八条の二に規

定する関係にある相

手
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まで及び第

十八条第一

項

第十条第一

項

離婚をし、

又はその婚

姻が取り消

された場合

第二十八条の二に規

定する関係を解消し

た場合

(平二五法七二・追加)

第六章 罰則

第二十九条 保護命令(前条において読み替

えて準用する第十条第一項から第四項まで

の規定によるものを含む。次条において同

じ。)に違反した者は、一年以下の懲役又

は百万円以下の罰金に処する。

(平二五法七二・一部改正)

第三十条 第十二条第一項(第十八条第二項

の規定により読み替えて適用する場合を含

む。)又は第二十八条の二において読み替

えて準用する第十二条第一項(第二十八条

の二において準用する第十八条第二項の規

定により読み替えて適用する場合を含む。)

の規定により記載すべき事項について虚偽

の記載のある申立書により保護命令の申立

てをした者は、十万円以下の過料に処する。

(平一六法六四・平二五法七二・一部改正)

附 則 抄

(施行期日)

第一条 この法律は、公布の日から起算して

六月を経過した日から施行する。ただし、

第二章、第六条(配偶者暴力相談支援セン

ターに係る部分に限る。)、第七条、第九

条(配偶者暴力相談支援センターに係る部

分に限る。)、第二十七条及び第二十八条

の規定は、平成十四年四月一日から施行す

る。

(経過措置)

第二条 平成十四年三月三十一日までに婦人

相談所に対し被害者が配偶者からの身体に

対する暴力に関して相談し、又は援助若し

くは保護を求めた場合における当該被害者

からの保護命令の申立てに係る事件に関す

る第十二条第一項第四号並びに第十四条第

二項及び第三項の規定の適用については、

これらの規定中「配偶者暴力相談支援セン

ター」とあるのは、「婦人相談所」とする。

(平一六法六四・一部改正)

(検討)

第三条 この法律の規定については、この法律

の施行後三年を目途として、この法律の施行

状況等を勘案し、検討が加えられ、その結果

に基づいて必要な措置が講ぜられるものとす

る。
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○女性の職業生活における活躍の推進

に関する法律
(平成二十七年九月四日)

(法律第六十四号)

女性の職業生活における活躍の推進に関する法

律をここに公布する。

女性の職業生活における活躍の推進に関

する法律

目次

第一章 総則(第一条―第四条)

第二章 基本方針等(第五条・第六条)

第三章 事業主行動計画等

第一節 事業主行動計画策定指針(第七条)

第二節 一般事業主行動計画(第八条―第十四

条)

第三節 特定事業主行動計画(第十五条)

第四節 女性の職業選択に資する情報の公表

(第十六条・第十七条)

第四章 女性の職業生活における活躍を推進す

るための支援措置(第十八条―第二十五条)

第五章 雑則(第二十六条―第二十八条)

第六章 罰則(第二十九条―第三十四条)

附則

第一章 総則

(目的)

第一条 この法律は、近年、自らの意思によっ

て職業生活を営み、又は営もうとする女性が

その個性と能力を十分に発揮して職業生活に

おいて活躍すること(以下「女性の職業生活

における活躍」という。)が一層重要となっ

ていることに鑑み、男女共同参画社会基本法

(平成十一年法律第七十八号)の基本理念にの

っとり、女性の職業生活における活躍の推進

について、その基本原則を定め、並びに国、

地方公共団体及び事業主の責務を明らかにす

るとともに、基本方針及び事業主の行動計画

の策定、女性の職業生活における活躍を推進

するための支援措置等について定めることに

より、女性の職業生活における活躍を迅速か

つ重点的に推進し、もって男女の人権が尊重

され、かつ、急速な少子高齢化の進展、国民

の需要の多様化その他の社会経済情勢の変化

に対応できる豊かで活力ある社会を実現する

ことを目的とする。

(基本原則)

第二条 女性の職業生活における活躍の推進は、

職業生活における活躍に係る男女間の格差の

実情を踏まえ、自らの意思によって職業生活

を営み、又は営もうとする女性に対する採用、

教育訓練、昇進、職種及び雇用形態の変更そ

の他の職業生活に関する機会の積極的な提供

及びその活用を通じ、かつ、性別による固定

的な役割分担等を反映した職場における慣行

が女性の職業生活における活躍に対して及ぼ

す影響に配慮して、その個性と能力が十分に

発揮できるようにすることを旨として、行わ

れなければならない。

２ 女性の職業生活における活躍の推進は、職

業生活を営む女性が結婚、妊娠、出産、育児、

介護その他の家庭生活に関する事由によりや

むを得ず退職することが多いことその他の家

庭生活に関する事由が職業生活に与える影響

を踏まえ、家族を構成する男女が、男女の別

を問わず、相互の協力と社会の支援の下に、

育児、介護その他の家庭生活における活動に

ついて家族の一員としての役割を円滑に果た

しつつ職業生活における活動を行うために必

要な環境の整備等により、男女の職業生活と

家庭生活との円滑かつ継続的な両立が可能と

なることを旨として、行われなければならな

い。

３ 女性の職業生活における活躍の推進に当た

っては、女性の職業生活と家庭生活との両立

に関し、本人の意思が尊重されるべきもので

あることに留意されなければならない。

(国及び地方公共団体の責務)

第三条 国及び地方公共団体は、前条に定める

女性の職業生活における活躍の推進について

の基本原則(次条及び第五条第一項において

「基本原則」という。)にのっとり、女性の

職業生活における活躍の推進に関して必要な

施策を策定し、及びこれを実施しなければな

らない。

(事業主の責務)

第四条 事業主は、基本原則にのっとり、その

雇用し、又は雇用しようとする女性労働者に

対する職業生活に関する機会の積極的な提供、

雇用する労働者の職業生活と家庭生活との両

立に資する雇用環境の整備その他の女性の職

業生活における活躍の推進に関する取組を自

ら実施するよう努めるとともに、国又は地方

公共団体が実施する女性の職業生活における

活躍の推進に関する施策に協力しなければな

らない。

第二章 基本方針等

(基本方針)

第五条 政府は、基本原則にのっとり、女性の

職業生活における活躍の推進に関する施策を
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総合的かつ一体的に実施するため、女性の職

業生活における活躍の推進に関する基本方針

(以下「基本方針」という。)を定めなければ

ならない。

２ 基本方針においては、次に掲げる事項を定

めるものとする。

一 女性の職業生活における活躍の推進に関

する基本的な方向

二 事業主が実施すべき女性の職業生活にお

ける活躍の推進に関する取組に関する基本

的な事項

三 女性の職業生活における活躍の推進に関

する施策に関する次に掲げる事項

イ 女性の職業生活における活躍を推進す

るための支援措置に関する事項

ロ 職業生活と家庭生活との両立を図るた

めに必要な環境の整備に関する事項

ハ その他女性の職業生活における活躍の

推進に関する施策に関する重要事項

四 前三号に掲げるもののほか、女性の職業

生活における活躍を推進するために必要な

事項

３ 内閣総理大臣は、基本方針の案を作成し、

閣議の決定を求めなければならない。

４ 内閣総理大臣は、前項の規定による閣議の

決定があったときは、遅滞なく、基本方針を

公表しなければならない。

５ 前二項の規定は、基本方針の変更について

準用する。

(都道府県推進計画等)

第六条 都道府県は、基本方針を勘案して、当

該都道府県の区域内における女性の職業生活

における活躍の推進に関する施策についての

計画(以下この条において「都道府県推進計

画」という。)を定めるよう努めるものとす

る。

２ 市町村は、基本方針(都道府県推進計画が

定められているときは、基本方針及び都道府

県推進計画)を勘案して、当該市町村の区域

内における女性の職業生活における活躍の推

進に関する施策についての計画(次項におい

て「市町村推進計画」という。)を定めるよ

う努めるものとする。

３ 都道府県又は市町村は、都道府県推進計画

又は市町村推進計画を定め、又は変更したと

きは、遅滞なく、これを公表しなければなら

ない。

第三章 事業主行動計画等

第一節 事業主行動計画策定指針

第七条 内閣総理大臣、厚生労働大臣及び総務

大臣は、事業主が女性の職業生活における活

躍の推進に関する取組を総合的かつ効果的に

実施することができるよう、基本方針に即し

て、次条第一項に規定する一般事業主行動計

画及び第十五条第一項に規定する特定事業主

行動計画(次項において「事業主行動計画」

と総称する。)の策定に関する指針(以下「事

業主行動計画策定指針」という。)を定めな

ければならない。

２ 事業主行動計画策定指針においては、次に

掲げる事項につき、事業主行動計画の指針と

なるべきものを定めるものとする。

一 事業主行動計画の策定に関する基本的な

事項

二 女性の職業生活における活躍の推進に関

する取組の内容に関する事項

三 その他女性の職業生活における活躍の推

進に関する取組に関する重要事項

３ 内閣総理大臣、厚生労働大臣及び総務大臣

は、事業主行動計画策定指針を定め、又は変

更したときは、遅滞なく、これを公表しなけ

ればならない。

第二節 一般事業主行動計画

(一般事業主行動計画の策定等)

第八条 国及び地方公共団体以外の事業主(以

下「一般事業主」という。)であって、常時

雇用する労働者の数が三百人を超えるものは、

事業主行動計画策定指針に即して、一般事業

主行動計画(一般事業主が実施する女性の職

業生活における活躍の推進に関する取組に関

する計画をいう。以下同じ。)を定め、厚生

労働省令で定めるところにより、厚生労働大

臣に届け出なければならない。これを変更し

たときも、同様とする。

２ 一般事業主行動計画においては、次に掲げ

る事項を定めるものとする。

一 計画期間

二 女性の職業生活における活躍の推進に関

する取組の実施により達成しようとする目

標

三 実施しようとする女性の職業生活におけ

る活躍の推進に関する取組の内容及びその

実施時期

３ 第一項に規定する一般事業主は、一般事業

主行動計画を定め、又は変更しようとすると

きは、厚生労働省令で定めるところにより、

採用した労働者に占める女性労働者の割合、

男女の継続勤務年数の差異、労働時間の状況、
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管理的地位にある労働者に占める女性労働者

の割合その他のその事業における女性の職業

生活における活躍に関する状況を把握し、女

性の職業生活における活躍を推進するために

改善すべき事情について分析した上で、その

結果を勘案して、これを定めなければならな

い。この場合において、前項第二号の目標に

ついては、採用する労働者に占める女性労働

者の割合、男女の継続勤務年数の差異の縮小

の割合、労働時間、管理的地位にある労働者

に占める女性労働者の割合その他の数値を用

いて定量的に定めなければならない。

４ 第一項に規定する一般事業主は、一般事業

主行動計画を定め、又は変更したときは、厚

生労働省令で定めるところにより、これを労

働者に周知させるための措置を講じなければ

ならない。

５ 第一項に規定する一般事業主は、一般事業

主行動計画を定め、又は変更したときは、厚

生労働省令で定めるところにより、これを公

表しなければならない。

６ 第一項に規定する一般事業主は、一般事業

主行動計画に基づく取組を実施するとともに、

一般事業主行動計画に定められた目標を達成

するよう努めなければならない。

７ 一般事業主であって、常時雇用する労働者

の数が三百人以下のものは、事業主行動計画

策定指針に即して、一般事業主行動計画を定

め、厚生労働省令で定めるところにより、厚

生労働大臣に届け出るよう努めなければなら

ない。これを変更したときも、同様とする。

８ 第三項の規定は前項に規定する一般事業主

が一般事業主行動計画を定め、又は変更しよ

うとする場合について、第四項から第六項ま

での規定は前項に規定する一般事業主が一般

事業主行動計画を定め、又は変更した場合に

ついて、それぞれ準用する。

(基準に適合する一般事業主の認定)

第九条 厚生労働大臣は、前条第一項又は第七

項の規定による届出をした一般事業主からの

申請に基づき、厚生労働省令で定めるところ

により、当該事業主について、女性の職業生

活における活躍の推進に関する取組に関し、

当該取組の実施の状況が優良なものであるこ

とその他の厚生労働省令で定める基準に適合

するものである旨の認定を行うことができる。

(認定一般事業主の表示等)

第十条 前条の認定を受けた一般事業主(次条

及び第二十条第一項において「認定一般事業

主」という。)は、商品、役務の提供の用に

供する物、商品又は役務の広告又は取引に用

いる書類若しくは通信その他の厚生労働省令

で定めるもの(次項において「商品等」とい

う。)に厚生労働大臣の定める表示を付する

ことができる。

２ 何人も、前項の規定による場合を除くほか、

商品等に同項の表示又はこれと紛らわしい表

示を付してはならない。

(認定の取消し)

第十一条 厚生労働大臣は、認定一般事業主が

次の各号のいずれかに該当するときは、第九

条の認定を取り消すことができる。

一 第九条に規定する基準に適合しなくなっ

たと認めるとき。

二 この法律又はこの法律に基づく命令に違

反したとき。

三 不正の手段により第九条の認定を受けた

とき。

(委託募集の特例等)

第十二条 承認中小事業主団体の構成員である

中小事業主(一般事業主であって、常時雇用

する労働者の数が三百人以下のものをいう。

以下この項及び次項において同じ。)が、当

該承認中小事業主団体をして女性の職業生活

における活躍の推進に関する取組の実施に関

し必要な労働者の募集を行わせようとする場

合において、当該承認中小事業主団体が当該

募集に従事しようとするときは、職業安定法

(昭和二十二年法律第百四十一号)第三十六条

第一項及び第三項の規定は、当該構成員であ

る中小事業主については、適用しない。

２ この条及び次条において「承認中小事業主

団体」とは、事業協同組合、協同組合連合会

その他の特別の法律により設立された組合若

しくはその連合会であって厚生労働省令で定

めるもの又は一般社団法人で中小事業主を直

接又は間接の構成員とするもの(厚生労働省

令で定める要件に該当するものに限る。)の

うち、その構成員である中小事業主に対して

女性の職業生活における活躍の推進に関する

取組を実施するための人材確保に関する相談

及び援助を行うものであって、その申請に基

づいて、厚生労働大臣が、当該相談及び援助

を適切に行うための厚生労働省令で定める基

準に適合する旨の承認を行ったものをいう。

３ 厚生労働大臣は、承認中小事業主団体が前

項に規定する基準に適合しなくなったと認め

るときは、同項の承認を取り消すことができ
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る。

４ 承認中小事業主団体は、第一項に規定する

募集に従事しようとするときは、厚生労働省

令で定めるところにより、募集時期、募集人

員、募集地域その他の労働者の募集に関する

事項で厚生労働省令で定めるものを厚生労働

大臣に届け出なければならない。

５ 職業安定法第三十七条第二項の規定は前項

の規定による届出があった場合について、同

法第五条の三第一項及び第三項、第五条の四、

第三十九条、第四十一条第二項、第四十八条

の三、第四十八条の四、第五十条第一項及び

第二項並びに第五十一条の二の規定は前項の

規定による届出をして労働者の募集に従事す

る者について、同法第四十条の規定は同項の

規定による届出をして労働者の募集に従事す

る者に対する報酬の供与について、同法第五

十条第三項及び第四項の規定はこの項におい

て準用する同条第二項に規定する職権を行う

場合について、それぞれ準用する。この場合

において、同法第三十七条第二項中「労働者

の募集を行おうとする者」とあるのは「女性

の職業生活における活躍の推進に関する法律

第十二条第四項の規定による届出をして労働

者の募集に従事しようとする者」と、同法第

四十一条第二項中「当該労働者の募集の業務

の廃止を命じ、又は期間」とあるのは「期

間」と読み替えるものとする。

６ 職業安定法第三十六条第二項及び第四十二

条の二の規定の適用については、同法第三十

六条第二項中「前項の」とあるのは「被用者

以外の者をして労働者の募集に従事させよう

とする者がその被用者以外の者に与えようと

する」と、同法第四十二条の二中「第三十九

条に規定する募集受託者」とあるのは「女性

の職業生活における活躍の推進に関する法律

(平成二十七年法律第六十四号)第十二条第四

項の規定による届出をして労働者の募集に従

事する者」とする。

７ 厚生労働大臣は、承認中小事業主団体に対

し、第二項の相談及び援助の実施状況につい

て報告を求めることができる。

第十三条 公共職業安定所は、前条第四項の規

定による届出をして労働者の募集に従事する

承認中小事業主団体に対して、雇用情報及び

職業に関する調査研究の成果を提供し、かつ、

これらに基づき当該募集の内容又は方法につ

いて指導することにより、当該募集の効果的

かつ適切な実施を図るものとする。

(一般事業主に対する国の援助)

第十四条 国は、第八条第一項若しくは第七項

の規定により一般事業主行動計画を策定しよ

うとする一般事業主又はこれらの規定による

届出をした一般事業主に対して、一般事業主

行動計画の策定、労働者への周知若しくは公

表又は一般事業主行動計画に基づく措置が円

滑に実施されるように相談その他の援助の実

施に努めるものとする。

第三節 特定事業主行動計画

第十五条 国及び地方公共団体の機関、それら

の長又はそれらの職員で政令で定めるもの

(以下「特定事業主」という。)は、政令で定

めるところにより、事業主行動計画策定指針

に即して、特定事業主行動計画(特定事業主

が実施する女性の職業生活における活躍の推

進に関する取組に関する計画をいう。以下こ

の条において同じ。)を定めなければならな

い。

２ 特定事業主行動計画においては、次に掲げ

る事項を定めるものとする。

一 計画期間

二 女性の職業生活における活躍の推進に関

する取組の実施により達成しようとする目

標

三 実施しようとする女性の職業生活におけ

る活躍の推進に関する取組の内容及びその

実施時期

３ 特定事業主は、特定事業主行動計画を定め、

又は変更しようとするときは、内閣府令で定

めるところにより、採用した職員に占める女

性職員の割合、男女の継続勤務年数の差異、

勤務時間の状況、管理的地位にある職員に占

める女性職員の割合その他のその事務及び事

業における女性の職業生活における活躍に関

する状況を把握し、女性の職業生活における

活躍を推進するために改善すべき事情につい

て分析した上で、その結果を勘案して、これ

を定めなければならない。この場合において、

前項第二号の目標については、採用する職員

に占める女性職員の割合、男女の継続勤務年

数の差異の縮小の割合、勤務時間、管理的地

位にある職員に占める女性職員の割合その他

の数値を用いて定量的に定めなければならな

い。

４ 特定事業主は、特定事業主行動計画を定め、

又は変更したときは、遅滞なく、これを職員

に周知させるための措置を講じなければなら

ない。
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５ 特定事業主は、特定事業主行動計画を定め、

又は変更したときは、遅滞なく、これを公表

しなければならない。

６ 特定事業主は、毎年少なくとも一回、特定

事業主行動計画に基づく取組の実施の状況を

公表しなければならない。

７ 特定事業主は、特定事業主行動計画に基づ

く取組を実施するとともに、特定事業主行動

計画に定められた目標を達成するよう努めな

ければならない。

第四節 女性の職業選択に資する情報の公表

(一般事業主による女性の職業選択に資する情

報の公表)

第十六条 第八条第一項に規定する一般事業主

は、厚生労働省令で定めるところにより、職

業生活を営み、又は営もうとする女性の職業

選択に資するよう、その事業における女性の

職業生活における活躍に関する情報を定期的

に公表しなければならない。

２ 第八条第七項に規定する一般事業主は、厚

生労働省令で定めるところにより、職業生活

を営み、又は営もうとする女性の職業選択に

資するよう、その事業における女性の職業生

活における活躍に関する情報を定期的に公表

するよう努めなければならない。

(特定事業主による女性の職業選択に資する情

報の公表)

第十七条 特定事業主は、内閣府令で定めると

ころにより、職業生活を営み、又は営もうと

する女性の職業選択に資するよう、その事務

及び事業における女性の職業生活における活

躍に関する情報を定期的に公表しなければな

らない。

第四章 女性の職業生活における活躍を推進す

るための支援措置

(職業指導等の措置等)

第十八条 国は、女性の職業生活における活躍

を推進するため、職業指導、職業紹介、職業

訓練、創業の支援その他の必要な措置を講ず

るよう努めるものとする。

２ 地方公共団体は、女性の職業生活における

活躍を推進するため、前項の措置と相まって、

職業生活を営み、又は営もうとする女性及び

その家族その他の関係者からの相談に応じ、

関係機関の紹介その他の情報の提供、助言そ

の他の必要な措置を講ずるよう努めるものと

する。

３ 地方公共団体は、前項に規定する業務に係

る事務の一部を、その事務を適切に実施する

ことができるものとして内閣府令で定める基

準に適合する者に委託することができる。

４ 前項の規定による委託に係る事務に従事す

る者又は当該事務に従事していた者は、正当

な理由なく、当該事務に関して知り得た秘密

を漏らしてはならない。

(財政上の措置等)

第十九条 国は、女性の職業生活における活躍

の推進に関する地方公共団体の施策を支援す

るために必要な財政上の措置その他の措置を

講ずるよう努めるものとする。

(国等からの受注機会の増大)

第二十条 国は、女性の職業生活における活躍

の推進に資するため、国及び公庫等(沖縄振

興開発金融公庫その他の特別の法律によって

設立された法人であって政令で定めるものを

いう。)の役務又は物件の調達に関し、予算

の適正な使用に留意しつつ、認定一般事業主

その他の女性の職業生活における活躍に関す

る状況又は女性の職業生活における活躍の推

進に関する取組の実施の状況が優良な一般事

業主(次項において「認定一般事業主等」と

いう。)の受注の機会の増大その他の必要な

施策を実施するものとする。

２ 地方公共団体は、国の施策に準じて、認定

一般事業主等の受注の機会の増大その他の必

要な施策を実施するように努めるものとする。

(啓発活動)

第二十一条 国及び地方公共団体は、女性の職

業生活における活躍の推進について、国民の

関心と理解を深め、かつ、その協力を得ると

ともに、必要な啓発活動を行うものとする。

(情報の収集、整理及び提供)

第二十二条 国は、女性の職業生活における活

躍の推進に関する取組に資するよう、国内外

における女性の職業生活における活躍の状況

及び当該取組に関する情報の収集、整理及び

提供を行うものとする。

(協議会)

第二十三条 当該地方公共団体の区域において

女性の職業生活における活躍の推進に関する

事務及び事業を行う国及び地方公共団体の機

関(以下この条において「関係機関」とい

う。)は、第十八条第一項の規定により国が

講ずる措置及び同条第二項の規定により地方

公共団体が講ずる措置に係る事例その他の女

性の職業生活における活躍の推進に有用な情

報を活用することにより、当該区域において

女性の職業生活における活躍の推進に関する
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取組が効果的かつ円滑に実施されるようにす

るため、関係機関により構成される協議会

(以下「協議会」という。)を組織することが

できる。

２ 協議会を組織する関係機関は、当該地方公

共団体の区域内において第十八条第三項の規

定による事務の委託がされている場合には、

当該委託を受けた者を協議会の構成員として

加えるものとする。

３ 協議会を組織する関係機関は、必要がある

と認めるときは、協議会に次に掲げる者を構

成員として加えることができる。

一 一般事業主の団体又はその連合団体

二 学識経験者

三 その他当該関係機関が必要と認める者

４ 協議会は、関係機関及び前二項の構成員

(以下この項において「関係機関等」とい

う。)が相互の連絡を図ることにより、女性

の職業生活における活躍の推進に有用な情報

を共有し、関係機関等の連携の緊密化を図る

とともに、地域の実情に応じた女性の職業生

活における活躍の推進に関する取組について

協議を行うものとする。

５ 協議会が組織されたときは、当該地方公共

団体は、内閣府令で定めるところにより、そ

の旨を公表しなければならない。

(秘密保持義務)

第二十四条 協議会の事務に従事する者又は協

議会の事務に従事していた者は、正当な理由

なく、協議会の事務に関して知り得た秘密を

漏らしてはならない。

(協議会の定める事項)

第二十五条 前二条に定めるもののほか、協議

会の組織及び運営に関し必要な事項は、協議

会が定める。

第五章 雑則

(報告の徴収並びに助言、指導及び勧告)

第二十六条 厚生労働大臣は、この法律の施行

に関し必要があると認めるときは、第八条第

一項に規定する一般事業主に対して、報告を

求め、又は助言、指導若しくは勧告をするこ

とができる。

(権限の委任)

第二十七条 第八条から第十二条まで及び前条

に規定する厚生労働大臣の権限は、厚生労働

省令で定めるところにより、その一部を都道

府県労働局長に委任することができる。

(政令への委任)

第二十八条 この法律に定めるもののほか、こ

の法律の実施のため必要な事項は、政令で定

める。

第六章 罰則

第二十九条 第十二条第五項において準用する

職業安定法第四十一条第二項の規定による業

務の停止の命令に違反して、労働者の募集に

従事した者は、一年以下の懲役又は百万円以

下の罰金に処する。

第三十条 次の各号のいずれかに該当する者は、

一年以下の懲役又は五十万円以下の罰金に処

する。

一 第十八条第四項の規定に違反した者

二 第二十四条の規定に違反した者

第三十一条 次の各号のいずれかに該当する者

は、六月以下の懲役又は三十万円以下の罰金

に処する。

一 第十二条第四項の規定による届出をしな

いで、労働者の募集に従事した者

二 第十二条第五項において準用する職業安

定法第三十七条第二項の規定による指示に

従わなかった者

三 第十二条第五項において準用する職業安

定法第三十九条又は第四十条の規定に違反

した者

第三十二条 次の各号のいずれかに該当する者

は、三十万円以下の罰金に処する。

一 第十条第二項の規定に違反した者

二 第十二条第五項において準用する職業安

定法第五十条第一項の規定による報告をせ

ず、又は虚偽の報告をした者

三 第十二条第五項において準用する職業安

定法第五十条第二項の規定による立入り若

しくは検査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、

又は質問に対して答弁をせず、若しくは虚

偽の陳述をした者

第三十三条 法人の代表者又は法人若しくは人

の代理人、使用人その他の従業者が、その法

人又は人の業務に関し、第二十九条、第三十

一条又は前条の違反行為をしたときは、行為

者を罰するほか、その法人又は人に対しても、

各本条の罰金刑を科する。

第三十四条 第二十六条の規定による報告をせ

ず、又は虚偽の報告をした者は、二十万円以

下の過料に処する。

附 則 抄

(施行期日)

第一条 この法律は、公布の日から施行する。

ただし、第三章(第七条を除く。)、第五章

(第二十八条を除く。)及び第六章(第三十条



93

を除く。)の規定並びに附則第五条の規定は、

平成二十八年四月一日から施行する。

(この法律の失効)

第二条 この法律は、平成三十八年三月三十一

日限り、その効力を失う。

２ 第十八条第三項の規定による委託に係る事

務に従事していた者の当該事務に関して知り

得た秘密については、同条第四項の規定(同

項に係る罰則を含む。)は、前項の規定にか

かわらず、同項に規定する日後も、なおその

効力を有する。

３ 協議会の事務に従事していた者の当該事務

に関して知り得た秘密については、第二十四

条の規定(同条に係る罰則を含む。)は、第一

項の規定にかかわらず、同項に規定する日後

も、なおその効力を有する。

４ この法律の失効前にした行為に対する罰則

の適用については、この法律は、第一項の規

定にかかわらず、同項に規定する日後も、な

おその効力を有する。

(政令への委任)

第三条 前条第二項から第四項までに規定する

もののほか、この法律の施行に伴い必要な経

過措置は、政令で定める。

(検討)

第四条 政府は、この法律の施行後三年を経過

した場合において、この法律の施行の状況を

勘案し、必要があると認めるときは、この法

律の規定について検討を加え、その結果に基

づいて必要な措置を講ずるものとする。
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男女共同参画推進計画の審議経過

平成 26 年 9月 17 日～
10 月 10 日

平成２ 7 年 ４月２３

日

５月２８

日

７月１７

日

８月２５

日

１０月１３

日

１１月１７

日

１２月８日～

平成２８年１月１２

日

１月２９

日

２月２３

日

男女共同参画に関する市民意識調査実施

 平成２７年度第１回男女共同参画推進審議会開催

（意識調査の結果について）

 第２回審議会開催

（前計画の総括，新計画の体系図について）

 第３回審議会開催

（前計画の総括，新計画の体系図について）

 第４回審議会開催

（新計画の体系図，基本課題１～４，推進体

制に

ついて）

 第５回審議会開催

（基本課題１～４，推進体制について）

 第６回審議会開催

（基本課題１～４，推進体制について）

 パブリックコメントを実施

 第７回審議会開催

（パブリックコメントの結果について）

 とりまとめ意見交換
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柏市男女共同参画推進審議会委員

平成２８年３月末現在

氏 名 区 分

◎内海﨑 貴 子

釼 宮 子

山 崎 大 地

山 田 順

学 識 経 験 者

○澤 登 和 夫

嶋 崎 ミエ子
関 係 団 体

荒 木 康 之 労 働 団 体

中 島 康 子 経 営 者

秋 元 康 雄

山 中 敬 子

小 島 明 宏（公募）

村 上 優 子（公募）

市 民

◎は会長，○は副会長
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